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３.評価結果

（１）河川事業(太枠箇所は個表を添付）

【河川改修事業（直轄）】

特定構造物改築事業
総便益(B) 便益の根拠情報等

直轄 河川名 総便益 総費用 水系上重要 情報提供

公団 水系名 事業主体 地先 総事業費 （億円） （Ｃ）

補助 （億円）

(億円)

直
轄

荒川
荒川下流

関東地方整備局
東京都足立区柳原一丁目
葛飾区堀切四丁目

364 6,509 2,302.9 0.0 3,901.1 61.4 244.0 211 30.9   184,413  145,989       98     264  有         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -         2 0.44 8年未満  無       13       72         -       23       44  有       24

本省河川局
治水課
（課長

望月 常好）

直
轄

信濃川
千曲川

北陸地方整備局
長野県須坂市 15 242 86.2 0.6 146.0 2.4 6.6 16 15.4         674           -       47         4  有         2         -         -         -       27  無         -  無         -  有         5 0.09 1年未満  無       15       69         -         5     153  無       28

本省河川局
治水課
（課長

望月 常好）

直
轄

六角川
六角川

九州地方整備局
佐賀県杵島郡江北町 21 61 22.0 1.6 37.2 0.2 0.4 23 2.7         367           -     513       17  有         1       14         -         6       40  無         2  無         1  無         4 0.60 10年未満  無       22       60         -         -         -  無       24

本省河川局
治水課
（課長

望月 常好）

　

床上浸水対策特別緊急事業
総便益(B) 便益の根拠情報等

直轄 河川名 総便益 総費用 水系上重要 情報提供

公団 水系名 事業主体 地先 総事業費 （億円） （Ｃ）

補助 （億円）

(億円)

直
轄

狩野川
狩野川

中部地方整備局
静岡県田方郡韮山町 9 106 37.9 0.1 64.3 0.2 3.2 34 3.1         376 0         6         3  有         3     129 0 0     230  有         3  有       12  有         3 0.60 5年未満  無       18 - 0         0         1  有       33

本省河川
局

治水課
（課長

直
轄

遠賀川
遠賀川

九州地方整備局
福岡県飯塚市
福岡県穂波町

140 1,818 651.2 0.7 1,093.9 33.9 38.5 142 12.8     10,154      3,722     242       49  有         6   2,413         -         -     158  有       28  有         3  有         5 0.74 15年未満  無       19  －         -         -     110  無       38

本省河川
局

治水課
（課長

【消流雪用水導入事業】
便益

（Ｂ）

0.3m/日 5.30 72 20 5 33 1.14 10.23 72 138 無 － 22.8 有 44

－ B A A B A C A A A － － C B C

27

東北地方整
備局

河川計画課
（課長

山本　晶）

市街化
区域の
有無

人口密
度(人
/ha)

担当課
（担当課
長名）

対象地域の
状況

評点

直
轄

岩木川
岩木川消流雪用
水導入事業
東北地方整備局

青森県北津軽郡板柳町板
柳

高齢化
率（％）

15.1 21.3 14.2 1.50

総便益
（億
円）

災害発生時の影響
（対象区域内）

過去の災害実績
（過去１０ヶ年間）

災害発生の
危険度

想定
積雪深

(m)

累加
積雪量

(m)

機能回復
時間

人的被
害（人）

内水被
害有無

機能回
復時間

１０ヶ年
の最大
地盤沈
下量mm

総事業費
（億円）

費用
(Ｃ)

(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の根拠情報等

重要公共
施設

災害弱者
施設

雪害頻度
（回）

最大
積雪深(m)

累加
積雪量

(m)

直
轄
補
助
公
団

水系名
事 業 名
事業主体

地先

上流区
域の浸

水
戸数

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

流域内
開発予
定面積

(ha)

ハザー
ドマップ
の公表

現状の
安全度

災害危
険区域

高齢化
率(％)

構造物
経過年

数

交通遮
断時間

被害
実績

水防活
動(回)

現在流
下能力
の割合

最大浸
水農地

面積(ha)

避難勧
告（回）

重要公
共施設

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

家庭 ・
事業所

応急対策
費用　等

浸水戸数
（戸）

軒下浸水
戸数（戸）

農地面
積(ha)

一般
資産

農作物
被害

公共土
木施設
等被害

額

営業停
止損失

担当課
（担当課長

名）Ｂ／Ｃ

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 事業の緊急度 災害発生の危険度 地域開発の程度

評点重要公
共施設

災害弱
者施設

ハザー
ドマップ
の公表

浸水戸数
（戸）

災害発生時の影響（想氾区域内）

軒下浸水
戸数（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

災害弱
者施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数

上流区
域の浸

水
戸数

農作物
被害

災害危
険区域

高齢化
率(％)

Ｂ／Ｃ

災害発生の危険度

最大浸
水農地

面積(ha)

避難勧
告（回）

重要公
共施設

災害弱
者施設

構造物
経過年

数

一般
資産

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

家庭 ・
事業所

応急対策
費用　等

公共土
木施設
等被害

額

営業停
止損失

担当課
（担当課長

名）評点

事業の緊急度

被害
実績

水防活
動(回)

地域開発の程度

現状の
安全度

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

流域内
開発予
定面積

(ha)
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【河川改修事業（補助）】

広域基幹河川改修事業（基幹河川改修事業）

総便益 総費用 水系上重要 情報提供

（Ｂ） （Ｃ）

（億円） （億円）

補助
筑後
川

西田川
（佐賀県）

佐賀県鳥栖市 40 78.3 27.6 1.7 46.7 0.5 1.8 47.1 1.7 575 0 116.0 9 有 5 83 0 0 14 無 1 無 0 有 0 0.57 ５年未満 無 16.1 － 119 5 161 無 27
九州地方整備局

地域河川課

（課長　山本祐

二）

広域基幹河川改修事業（鉄道橋・道路橋緊急対策事業）

総便益 総費用 水系上重要 情報提供

（Ｂ） （Ｃ）

（億円） （億円）

補助 石川
百川

（新潟県）
新潟県岩船郡神林村 44 115.5 34.3 10.1 50.7 0.8 19.7 50.2 2.3 885 0 820 11 有 6 120 0 0 280 無 7 無 22 有 4 0.14 １年未満 無 27.3 - 23 0 0 無 33

北陸地方整備局

地域河川課

（課長　矢田　弘）

広域一般河川改修事業（鉄道橋・道路橋緊急対策事業）

総便益 総費用 水系上重要 情報提供

（Ｂ） （Ｃ）

（億円） （億円）

補助
斐伊
川

田頼川
(島根県)

島根県安来市 8 87.4 30.3 2.3 51.2 2.1 1.5 10.0 8.7 96 0 62 8 有 3 0 0 3 40 無 1 無 3 無 2 0.37 １年未満 無 23.0 － 96 7 68 無 25
中国地方整備局

地域河川課

（課長　谷本尚

威）

水防災対策事業（水防災対策特定河川事業）

総便益 総費用 水系上重要 情報提供

（Ｂ） （Ｃ）

（億円） （億円）

補助
五ヶ瀬

川
北川（下流）
（宮崎県）

宮崎県延岡市，北川町 46 110.9 40.5 0.0 68.6 0.0 1.9 42.1 2.6 166 10 301 3 有 4 653 103 49 368 無 15 有 12 有 1 0.25 ２年未満 無 26.0 － 99 0 0 無 38
九州地方整備局

地域河川課

（課長　山本祐

二）

【都市河川改修事業（補助）】

広域基幹河川改修事業（基幹河川改修事業）

総便益 総費用 水系上重要 情報提供

（Ｂ） （Ｃ）

（億円） （億円）

補助
石狩
川

望月寒川
（北海道）

北海道札幌市 200 818.8 284.5 0.0 481.9 30.2 22.2 177.3 4.6 1236 0 0.8 12 有 4 16 0 0 0 有 0 無 0 有 3 0.50 ２年未満 無 15.7 － 0 24 24 無 26
北海道開発局

地方整備課

（課長　吉井厚

志）

広域基幹河川改修事業（鉄道橋・道路橋緊急対策事業）

総便益 総費用 水系上重要 情報提供

（Ｂ） （Ｃ）

（億円） （億円）

補助 荒川
新河岸川
（埼玉県）

埼玉県川越市 12 162.5 58.2 0.0 98.8 0.0 5.5 13.6 11.9 407 0 0 4 無 7 1,548 0 0 0 無 11 有 3 有 3 0.4 ３年未満 無 12.8 － 407 0 0 有 28
関東地方整備局

地域河川課

（課長　前原　克

二）

補助
相模
川

小出川
（神奈川県）

神奈川県茅ヶ崎市，
高座郡寒川町

20 449.0 157.6 1.6 267.0 12.7 10.1 17.1 26.2 1,057 0 52 7 有 7 32 0 0 33 無 2 無 6 有 35 0.22 ２年未満 無 12.1 － 57 0 0 無 28
関東地方整備局

地域河川課

（課長　前原　克

二）

家庭・事
業所応
急対策
費用等

総事業費
（億円）

総便益（Ｂ）

Ｂ／Ｃ
一般資

産
農作物
被害

公共土
木施設
等被害

額

営業停
止損失

家庭・事
業所応
急対策
費用等

便益の根拠情報

総事業費
（億円）

総便益（Ｂ）

Ｂ／Ｃ
一般資

産
農作物
被害

公共土
木施設
等被害

額

営業停
止損失

便益の根拠情報

総事業費
（億円）

総便益（Ｂ）

一般資
産

農作物
被害

公共土
木施設
等被害

額

営業停
止損失

Ｂ／Ｃ

事業の緊急度
直轄
公団
補助

河川名
（事業主体）

地先
水系
名

総事業費
（億円）

総便益（Ｂ）

Ｂ／Ｃ
一般資

産
農作物
被害

公共土
木施設
等被害

額

営業停
止損失

家庭・事
業所応
急対策
費用等

便益の根拠情報

直轄
公団
補助

河川名
（事業主体）

地先
水系
名

総事業費
（億円）

総便益（Ｂ）

Ｂ／Ｃ
一般資

産
農作物
被害

便益の根拠情報

便益の根拠情報

総事業費
（億円）

総便益（Ｂ）

Ｂ／Ｃ
一般資

産
農作物
被害

公共土
木施設
等被害

額

営業停
止損失

家庭・事
業所応
急対策
費用等

直轄
公団
補助

河川名
（事業主体）

地先

直轄
公団
補助

河川名
（事業主体）

地先
水系
名

構造物
経過年

数

上流区域
の浸水戸

数

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

流域内
開発予
定面積
（ha）

現在流
下能力
の割合

現況の
安全度

災害危
険区域

高齢化
率（％）

災害弱
者施設

交通遮
断時間

被害実
績

水防活
動（回）

孤立戸
数（戸）

最大浸
水農地
面積(ha)

避難勧
告の有

無

重要公
共施設

数

評点ハザー
ドマップ
の公表

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積
（ha）

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績） 事業の緊急度 災害発生の危険度 地域開発の程度

流域内
開発予
定面積
（ha）

水系
名

災害発生時の影響（想氾区域内）

高齢化
率（％）

構造物
経過年

数

上流区域
の浸水戸

数

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

水防活
動（回）

現在流
下能力
の割合

現況の
安全度

災害危
険区域

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

交通遮
断時間

被害実
績

軒下浸
水戸数
（戸）

孤立戸
数（戸）

最大浸
水農地
面積(ha)

避難勧
告の有

無

地域開発の程度

評点ハザー
ドマップ
の公表

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積
（ha）

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

上流区域
の浸水戸

数

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

流域内
開発予
定面積
（ha）

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績） 事業の緊急度 災害発生の危険度

現況の
安全度

災害危
険区域

高齢化
率（％）

構造物
経過年

数

交通遮
断時間

被害実
績

水防活
動（回）

現在流
下能力
の割合

最大浸
水農地
面積(ha)

避難勧
告の有

無

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

評点ハザー
ドマップ
の公表

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積
（ha）

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

孤立戸
数（戸）

直轄
公団
補助

河川名
（事業主体）

地先
水系
名

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

流域内
開発予
定面積
（ha）

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績） 事業の緊急度 災害発生の危険度 地域開発の程度

災害危
険区域

高齢化
率（％）

構造物
経過年

数

上流区域
の浸水戸

数

被害実
績

水防活
動（回）

現在流
下能力
の割合

現況の
安全度

避難勧
告の有

無

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

交通遮
断時間

地域開発の程度

評点ハザー
ドマップ
の公表

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積
（ha）

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績） 事業の緊急度 災害発生の危険度

軒下浸
水戸数
（戸）

孤立戸
数（戸）

最大浸
水農地
面積(ha)

災害発生時の影響（想氾区域内）

公共土
木施設
等被害

額

営業停
止損失

家庭・事
業所応
急対策
費用等

水防活
動（回）

高齢化
率（％）

構造物
経過年

数

上流区域
の浸水戸

数

孤立戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

直轄
公団
補助

河川名
（事業主体）

地先
水系
名

現在流
下能力
の割合

現況の
安全度

災害発生時の影響（想氾区域内）

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積
（ha）

過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績）

避難勧
告の有

無

災害弱
者施設

交通遮
断時間

重要公
共施設

数

孤立戸
数（戸）

最大浸
水農地
面積(ha)

軒下浸
水戸数
（戸）

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

災害発生時の影響（想氾区域内）

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積
（ha）

家庭・事
業所応
急対策
費用等

重要公
共施設

数

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

便益の根拠情報

ハザー
ドマップ
の公表

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

流域内
開発予
定面積
（ha）

地域開発の程度

ハザー
ドマップ
の公表

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

流域内
開発予
定面積
（ha）

最大浸
水農地
面積(ha)

避難勧
告の有

無

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

交通遮
断時間

被害実
績

高齢化
率（％）

地域開発の程度

災害危
険区域

被害実
績

水防活
動（回）

過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績） 事業の緊急度 災害発生の危険度

担当課
（担当課長

名）

担当課
（担当課長

名）

構造物
経過年

数

評点上流区域
の浸水戸

数

災害発生の危険度

評点現在流
下能力
の割合

現況の
安全度

災害危
険区域

担当課
（担当課長

名）

担当課
（担当課長

名）

担当課
（担当課長

名）

担当課
（担当課長

名）
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都市基盤河川改修事業

総便益 総費用 水系上重要 情報提供

（Ｂ） （Ｃ）

（億円） （億円）

補助
貴船
川

貴船川
（青森市）

青森県青森市 45 247.6 87.9 0.1 148.9 7.2 3.6 35.0 7.1 101 0 0 5 有 3 101 0 0 0 有 5 有 12 有 3 0.13 １年未満 無 16.0 － 0 0 0 無 30
東北地方整備局

地域河川課

（課長　山内芳

朗）

【床上浸水対策特別緊急事業（補助）】

床上浸水対策特別緊急事業

総便益 総費用 水系上重要 情報提供

（Ｂ） （Ｃ）

（億円） （億円）

補助
萩谷
川

萩谷川
（高知県）

高知県土佐市 33 55.3 34.9 8.5 4.9 4.3 2.6 30.4 1.8 358 0 20 3 有 5 441 0 0 30 無 2 有 0 有 6 0.12 ２年未満 無 25.0 － 0 0 0 有 29
本省河川局

治水課

（課長　望月　常

好）

補助
狩野
川

韮山古川
（静岡県）

静岡県田方郡韮山町 24 60.1 20.8 1.8 35.3 0.9 1.2 23.2 2.6 206 0 44 1 有 5 157 0 38 19 無 4 有 5 有 3 0.67 ２年未満 無 17.7 － 165 0 0 有 29
本省河川局

治水課

（課長　望月　常

好）

補助
福井
川

福井川
（徳島県）

徳島県阿南市 12 42.1 14.2 0.3 26.5 0.5 0.6 12.1 3.5 154 0 82 10 有 4 122 0 0 48 無 5 無 2 有 1 0.47 ２年未満 無 23.7 － 105 0 23 無 30
本省河川局

治水課

（課長　望月　常

好）

公共土
木施設
等被害

額

営業停
止損失

家庭・事
業所応
急対策
費用等

総便益（Ｂ） 便益の根拠情報

総事業費
（億円）

構造物
経過年

数

上流区域
の浸水戸

数

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

流域内
開発予
定面積
（ha）

現在流
下能力
の割合

現況の
安全度

災害危
険区域

高齢化
率（％）

災害弱
者施設

交通遮
断時間

被害実
績

水防活
動（回）

孤立戸
数（戸）

最大浸
水農地
面積(ha)

避難勧
告の有

無

重要公
共施設

数

評点
ハザー
ドマップ
の公表

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積
（ha）

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績） 事業の緊急度 災害発生の危険度 地域開発の程度

河川名
（事業主体）

地先
水系
名

災害発生時の影響（想氾区域内）
便益の根拠情報

総事業費
（億円）

総便益（Ｂ）

Ｂ／Ｃ
一般資

産
農作物
被害

直轄
公団
補助

構造物
経過年

数

上流区域
の浸水戸

数

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

流域内
開発予
定面積
（ha）

現在流
下能力
の割合

現況の
安全度

災害危
険区域

高齢化
率（％）

災害弱
者施設

交通遮
断時間

被害実
績

水防活
動（回）

孤立戸
数（戸）

最大浸
水農地
面積(ha)

避難勧
告の有

無

重要公
共施設

数

評点
ハザー
ドマップ
の公表

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積
（ha）

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績） 事業の緊急度 災害発生の危険度 地域開発の程度

河川名
（事業主体）

地先
水系
名

災害発生時の影響（想氾区域内）

Ｂ／Ｃ
一般資

産
農作物
被害

公共土
木施設
等被害

額

営業停
止損失

家庭・事
業所応
急対策
費用等

直轄
公団
補助

担当課
（担当課長

名）

担当課
（担当課長

名）
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【河川浄化事業】
便益

（Ｂ）

水質汚濁
状況

(mg/l）
【年平均値】

河川流
量の状

況
生態系

上水の
取水障
害の影
響人口

障害の
種類

過去５
年障害
発生状

況

利用形
態

利用者
数（万
人）

利用形
態

利用者
数（万
人）

ＣＯＤ１
０

－

生物
種、生
息数が
減少

自然公園
区域

約７０
万人

濾過障
害
かび臭

なし

散策・
イベン
ト・レ
ジャー

約６２
万人

散策・
イベン
ト・レ
ジャー

現在よ
り増加
の見込
み

寺崎特
定土地
区画整
理事業
が実施
中

ＤＩＤ
住居・
商業地
域

Ａ － － Ｃ Ａ － － Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

［全窒素］
5.2

［全リン］
0.54

－ － － － － －

散策、
イベン
ト、ﾚｸ
ﾘｴｰｼｮﾝ
等

140

散策、
イベン
ト、ﾚｸ
ﾘｴｰｼｮﾝ
等

140 －

DID地
区、市
街化区
域

A － － － － － － A A A A － B

補
助

利根川
印旛沼河川環境
整備事業
千葉県

千葉県佐倉市
外

150.0 461.3 197.7 2.3

費用
(Ｃ)

(億円)
Ｂ／Ｃ

476.0

9595円

総便益
（億円）

150.0

直
轄
補
助
公
団

事 業 名
事業主体

地先
総事業費
（億円）

水系名

補
助

大阪地区河川環
境整備事業
大阪府

淀川
大阪府大阪
市、豊中市、
吹田市

世帯数

河川環境

ＣＶＭ法による便
益

河川環境等の状況

開発規制
等

過去の障害発生状況等

ＷＴＰ

担当課
（担当課長名）

近畿地方整備局
地域河川課

(課長  蒲原 潤一)
359,070150.0 3.2 495

５５万世
帯

24
関東地方整備局

地域河川課
（課長 前原克二）

便益の根拠情報等

河川及び周辺の利用状況 地域開発の状況等

評点

11

現在 将来
汚濁負
荷増と
なる地
域開発
の状況

河川周
辺の市
街化の
状況等
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箇所名：荒川下流特定構造物改築事業（京成成田線荒川橋梁）

１．事業の概要

１）位 置：東京都足立区柳原一丁目、葛飾区堀切四丁目

２）河川名：荒川水系荒川（下流）

３）諸 元：橋 長 ：４４７ｍ
計画高水流量：７，７００ｍ ／ｓ（現況：３，３８８ｍ ／ｓ）３ ３

４）総事業費：約３６４億円

２．目的、必要性

１）目 的：流下能力の向上

２）必要性：
昭和６年に設置された京成成田線荒川橋梁は桁下高が計画堤防高から

３ｍ以上低い状況にあり、著しく流下を阻害している。このため、当該
橋梁の改築を行い、流下能力の向上を図る必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
６，５０９億円 ２１１億円 ３０．９

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き

平成１６年度 調査設計に着手予定

６．関係者の意見
地域から早期事業着手について強い要望がある。

災害発生時の影響(想氾区域内) 過去の災害実績(過去１０ヶ箇年間の災害実績)

浸水戸

数(戸)

軒下浸

水戸数

(戸)

農地浸

水面積

(ha)

重要公

共施設

数

災害弱

者施設

浸水回

数(回)

最大浸

水戸数

(戸)

軒下浸

水戸数

(戸)

孤立戸

数(戸)

最大浸

水農地

面積(ha)

避難勧

告(回)

重要公

共施設

災害弱

者施設

交通遮

断時間

184413 1459890 98 264 有 0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業の緊急度 災害発生の危険度 水系上重要 地域開発の程度 情報提供

評点被害実

績

水防活

動(回)

現在流

下能力

の割合

現況の

安全度

災害危

険区域

高齢化

率(％)

構造物

経過年

数

上流区域の

浸水戸数

想犯区域

内宅地予

定面積

(ha)

流域内

開発予

定面積

(ha)

ハザード

マップの

公表

無 2 0.44 8年未満 無 13 72 0 23 44 有 24
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箇所名：千曲川特定構造物改築事業（百々川樋門）
ち く ま が わ ど ど が わ ひ も ん

１．事業の概要

１）位 置：長野県須坂市
す ざ か し

２）河川名：信濃川水系千曲川

３）諸 元：規 模：５．２ｍ×３．２ｍ×２門
計画流量：７０ｍ ／ｓ（現況：１４ｍ ／ｓ）３ ３

４）総事業費：約１５億円

２．目的、必要性

１）目 的：老朽施設の改築および流下能力の向上

２）必要性：
千曲川の右支川八木沢川合流点に設置されている百々川樋門は、昭和

９年の設置以降、約７０年が経過し施設の老朽化が進行している。また、
計画流量に対して著しく流下断面不足となっており、早急に樋門の改築
を行う必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
２４２億円 １６億円 １５．４

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成１６年度 実施設計、用地買収着手予定

６．関係者の意見
地域から早期事業着手について強い要望がある。

水系上重要 情報提供

 有          5 0.09 1年未満  無        15        69          -          5      153  無        28

ハザード
マップの

公表

上流区
域の浸

水
戸数

災害危
険区域

高齢化
率(％)

災害発生の危険度

構造物
経過年

数

評点

事業の緊急度

被害
実績

水防活
動(回)

地域開発の程度

現状の
安全度

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

流域内
開発予
定面積

(ha)

         674            -        47          4  有          2          -          -          -        27  無          -  無          -

浸水戸数
（戸）

災害発生時の影響（想氾区域内）

軒下浸水
戸数（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

災害弱
者施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数

最大浸
水農地

面積(ha)

避難勧
告（回）

重要公
共施設

災害弱
者施設

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間
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箇所名：六角川特定構造物改築事業（古川水門）

１．事業の概要

１）位 置：佐賀県杵島郡江北町

２）河川名：六角川水系六角川

３）諸 元：計画諸元 流量５０m3/s （現況能力３０m3/s）

４）総事業費：約２１億円

２．目的、必要性

１）目 的：老朽施設の改築および流下能力の向上

２）必要性：
六角川の支川古川合流点に設置されている古川水門は、設置から６０

年が経過し施設の老朽化が進行している。また、当該水門の上下流は、
必要な堤防の高さが不足している弱小部となっている。このため、当該
水門の改築を行い、流下能力の向上を図る必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
６１億円 ２３億円 ２．７

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成１６年度 構造物設計、仮設工着手予定

６．関係者の意見
地域から早期事業着手について強い要望がある。

便益の根拠情報等

         367            -      513        17  有          1        14          -          6        40  無          2  無          1

浸水戸数
（戸）

災害発生時の影響（想氾区域内）

軒下浸水
戸数（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

災害弱
者施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数

最大浸
水農地

面積(ha)

避難勧
告（回）

重要公
共施設

災害弱
者施設

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

水系上重要 情報提供

 無          4 0.60 10年未満  無        22        60          -          -          -  無        24

ハザード
マップの

公表

上流区
域の浸

水
戸数

災害危
険区域

高齢化
率(％)

災害発生の危険度

構造物
経過年

数

評点

事業の緊急度

被害
実績

水防活
動(回)

地域開発の程度

現状の
安全度

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

流域内
開発予
定面積

(ha)
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箇所名：遠賀川床上浸水対策特別緊急事業（飯塚・穂波地区）

１．事業の概要

１）位 置：福岡県飯塚市、穂波町

２）河川名：遠賀川水系遠賀川、穂波川

３）諸 元：計画諸元 流量８７０m3/s （現況能力７８０m3/s）

４）総事業費：約１４０億円

２．目的、必要性

１）目 的：浸水被害の軽減

２）必要性：
平成１５年７月集中豪雨により、遠賀川では既往最大の出水となり、計

画高水位を超えた支川穂波川に流入する明星寺川が氾濫し､飯塚市･穂波町
ほ な み み ょ う じ ょ う じ

において約2,400戸（飯塚市、穂波町全域では約4,200戸）の甚大な浸水被
このため、当事業により河道掘削等を緊急に実施し流下害が発生した。

能力を増大させ、浸水被害の軽減を図る必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
１８１８億円 １４２億円 １２．８

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成１６年度 測量設計、用地調査、一部河道改修等着手予定

６．関係者の意見
地域から早期事業着手について強い要望がある。

水系上重要 情報提供

 有          5 0.74 15年未満  無        19  －          -          -      110  無        38

上流区
域の浸

水
戸数

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

流域内
開発予
定面積

(ha)

ハザード
マップの

公表

現状の
安全度

災害危
険区域

高齢化
率(％)

構造物
経過年

数

被害
実績

水防活
動(回)

現在流
下能力
の割合

事業の緊急度 災害発生の危険度 地域開発の程度

評点

便益の根拠情報等

     10,154       3,722      242        49  有          6    2,413          -          -      158  有        28  有          3

交通遮
断時間

最大浸
水農地

面積(ha)

避難勧
告（回）

重要公
共施設

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

浸水戸数
（戸）

軒下浸水
戸数（戸）

農地面
積(ha)

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

重要公
共施設

災害弱
者施設
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箇所名：岩木川消流雪用水導入事業

１．事業の概要

１）位 置：青森県 北津軽郡 板柳町 板柳

２）河川名：岩木川水系岩木川

３）諸 元：導水路：L=595m 揚水機場：２箇所

４）総事業費：１５億円

２．目的、必要性

１）目 的：岩木川より消流雪用水を取水（最大1.5m3/s）し、板柳町内を流
れる中小河川に導水することで、冬期間の除排雪の円滑化を目的
とする。

２）必要性：青森県板柳町は津軽平野西部の中央に位置し、冬期は最大積雪深
が173㎝に達することもあり、豪雪地帯の指定を受けている
板柳市街地を流れる中小河川は水量が不足し、十分な量を流雪溝
に配水することができず水路の閉塞等が生じ、処理しきれない雪
は歩道や路肩に堆雪され、歩行者の安全が確保できず交通障害も
発生している。
このことから、板柳町内に設置される流雪溝への配水河川となる
中小河川に岩木川から消流雪用水として河川水を導水し、雪処理
の円滑化を図るものである。

３．費用効果分析の結果
試行的にＣＶＭ法により便益を算出し、治水経済調査マニュアル（案）に基づ

いて分析
便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
２１．３億円 １４．２億円 １．５０

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
◆H16下流側揚水機場着手予定

６．関係者の意見
地元自治体から消流雪用水の確保について強い要望がある。

0.3m/
日

5.30 72 20 5 33 1.14 10.23 72 138 無 － 22.8 有 44

－ B A A B A C A A A － － C B C

直
轄
補
助
公
団

水系名
事 業 名
事業主体

災害発生時の影響
（対象区域内）

過去の災害実績
（過去１０ヶ年間）

災害発生の
危険度

対象地域の
状況

評点想定
積雪深
(m)

累加
積雪量
(m)

機能回復
時間

重要公共
施設

災害弱者
施設

雪害頻度
（回）

最大
積雪深
(m)

人口密度
(人/ha)

累加
積雪量
(m)

機能回復
時間

人的被害
（人）

内水被害
有無

直
轄

岩木川消流雪用
水導入事業
東北地方整備局

岩木川 27

１０ヶ年
の最大地
盤沈下量

mm

高齢化率
（％）

市街化区
域の有無
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箇所名：西田川基幹河川改修事業
に し だ が わ

１．事業の概要

１）位 置：佐賀県鳥栖市
と す し

２）河川名：筑後川水系西田川

３）諸 元：延 長：２．５ｋｍ
計画目標流量：４５ｍ ／ｓ３

４）総事業費：約４０億円

２．目的、必要性

１）目 的：近年、上流域の市街化に伴い、家屋や道路等の浸水被害が頻繁に
発生しており、隣接する九州新幹線建設事業や下水道事業（雨水
排水対策）と連携した治水対策を推進する。

２）必要性：現況流下能力が著しく不足していることから、平成１１年、１３
年、１４年をはじめ浸水被害が頻発している。このため、上流域
における下水道事業による排水対策とともに、その受け皿となる
西田川の早期改修が必要である。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
７８億円 ４７億円 １．７

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成１６年度 実施設計に着手予定

６．関係者の意見
、西田川河川改修工事促進期成会や地元自治体から治水安全度の向上について

強い要望がある。

575 0 116 9 有 5 83 0 0 14 無 1 無 0

軒下浸
水戸数
（戸）

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

災害発生時の影響（想氾区域内）

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積
（ha）

重要公
共施設

数

孤立戸
数（戸）

最大浸
水農地
面積(ha)

重要公
共施設
数

過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績）

避難勧
告の有

無

災害弱
者施設

交通遮
断時間

水系上重要 情報提供

有 0 0.57 ５年未満 無 16.1 － 119 5 161 無

災害危
険区域

構造物
経過年

数

上流区域
の浸水戸

数

高齢化
率（％）

地域開発の程度

ハザー
ドマップ
の公表

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

流域内
開発予
定面積
（ha）

被害実
績

水防活
動（回）

災害発生の危険度

現在流
下能力
の割合

現況の
安全度

事業の緊急度
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箇所名：百川鉄道橋・道路橋緊急対策事業
ひゃくかわ

１．事業の概要

１）位 置：新潟県岩船郡神林村
いわふねぐんかみはやしむら

２）河川名：石川水系百川

３）諸 元：ＪＲ橋 １橋、国道橋 １橋
計画目標流量：１４５ｍ ／ｓ３

４）総事業費：約４４億円

２．目的、必要性

１）目 的：流下断面が著しく不足しているＪＲ 橋ならびに国道７羽越線鉄道
号橋を改築することで、治水安全度の向上を図る。

浸水被害が発生しており、ＪＲ運休２）必要性：過去１０年において６回の
など、地域住民に多大な影響を与えている。このため、最大の
ネック部であるＪＲ橋・国道橋の早期改築を行うことにより浸
水被害の軽減を図る必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
１１６億円 ５０億円 ２．３

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成１６年度 国道橋詳細設計・用地補償に着手予定

６．関係者の意見
度重なる浸水被害から、地元住民も早急に改修を行い水害が解消することを

強く望んでいる。

885 0 820 11 有 6 120 0 0 280 無 7 無 22

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績）

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積
（ha）

重要公
共施設
数

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

孤立戸
数（戸）

最大浸
水農地
面積(ha)

避難勧
告の有

無

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

交通遮
断時間

水系上重要 情報提供

有 4 0.14 １年未満 無 27.3 - 23 0 0 無

事業の緊急度 災害発生の危険度 地域開発の程度

ハザー
ドマップ
の公表

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

流域内
開発予
定面積
（ha）

被害実
績

水防活
動（回）

現在流
下能力
の割合

現況の
安全度

災害危
険区域

高齢化
率（％）

構造物
経過年

数

上流区域
の浸水戸

数
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箇所名：北川（下流）水防災対策特定河川事業
きたがわ

１．事業の概要

１）位 置：宮崎県延岡市、北 川 町
のべおかし きたがわちょう

２）河川名：五ヶ瀬川水系北川（下流）

３）諸 元：延 長 ：１１．７ｋｍ

４）総事業費：約４６億円

２．目的、必要性

１）目 的：再度被災を防ぐため、概ね５年間で緊急的かつ集中的に治水対策
を推進する。

２）必要性：平成９年９月の台風１９号による出水により甚大な浸水被害を受
けており、輪中堤、宅地嵩上げによる整備を実施することで浸
水被害の軽減を図る。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
１１１億円 ４２億円 ２．６

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成１６年度 実施設計に着手予定

６．関係者の意見
治水安全度の向上について、地元自治体及び地元住民から強い要望がある。

166 10 301 3 有 4 653 103 49 368 無 15 有 12

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績）

孤立戸
数（戸）

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積
（ha）

重要公
共施設
数

避難勧
告の有

無

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

交通遮
断時間

最大浸
水農地
面積(ha)

水系上重要 情報提供

有 1 0.25 ２年未満 無 26.0 － 99 0 0 無

事業の緊急度 災害発生の危険度 地域開発の程度

ハザー
ドマップ
の公表

現況の
安全度

災害危
険区域

高齢化
率（％）

構造物
経過年

数

被害実
績

水防活
動（回）

上流区域
の浸水戸

数

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

流域内
開発予
定面積
（ha）

現在流
下能力
の割合
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箇所名：望月寒川基幹河川改修事業
も つ き さ む が わ

１．事業の概要

１）位 置：北海道札幌市
さっぽろし

２）河川名：石狩川水系望月寒川

３）諸 元：延 長：河道改修 ７．７kｍ、放水路 ２．５km
基本目標流量：９０ｍ /ｓ３

４）総事業費：約２００億円

２．目的、必要性

１）目 的：洪水被害の防止・軽減を目的に、河道の掘削、放水路の建設を
行い、治水安全度の向上を図る。

２）必要性：当該区間は洪水被害が絶えず、特に平成１２年７月の出水により
浸水家屋７戸（うち床上浸水１戸）の被害を受けていることから、
河道の掘削および放水路により洪水被害の防止・軽減を図る。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
８１９億円 １７７億円 ４．６

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成１６年度 調査、設計に着手予定

６．関係者の意見
近年、度重なる洪水被害を受けていることから、地元住民や札幌市から毎年

強い要望がある。

水系上重要 情報提供

有 3 0.50 ２年未満 無 15.7 － 0 24 24 無

事業の緊急度 災害発生の危険度 地域開発の程度

ハザー
ドマップ
の公表

被害実
績

水防活
動（回）

現在流
下能力
の割合

現況の
安全度

災害危
険区域

高齢化
率（％）

構造物
経過年

数

上流区域
の浸水戸

数

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

流域内
開発予
定面積
（ha）

1236 0 0.8 12 有 4 16 0 0 0 有 0 無 0

過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績）災害発生時の影響（想氾区域内）

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積
（ha）

重要公
共施設
数

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

孤立戸
数（戸）

最大浸
水農地
面積(ha)

避難勧
告の有

無

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

交通遮
断時間
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箇所名：新河岸川鉄道橋・道路橋緊急対策事業
し ん が し が わ

１．事業の概要

１）位 置：埼玉県川越市
かわごえし

２）河川名：荒川水系新河岸川

３）諸 元：ＪＲ橋 １橋
計画目標流量：１４０ｍ ／ｓ３

４）総事業費：約１２億円

２．目的、必要性

１）目 的：流下能力が著しく不足している新河岸川のＪＲ川越線鉄道橋を改
築し、治水安全度の向上を図る。

２）必要性：新河岸川の川越市地内では、平成１０年、１１年、１２年、１４
年と度々浸水被害が発生しており、当該橋梁の早急な流下能力向
上が必要である。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
１６３億円 １４億円 １１．９

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成１６年度 ＪＲ橋詳細設計に着手予定

６．関係者の意見
治水安全度の向上について、新河岸川水系改修促進期成同盟会等の関係団体や

地元自治体から強い要望がある。

407 0 0 4 無 7 1548 0 0 0 無 11 有 3

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績）

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積
（ha）

重要公
共施設
数

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

孤立戸
数（戸）

最大浸
水農地
面積(ha)

避難勧
告の有

無

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

交通遮
断時間

水系上重要 情報提供

有 3 0.40 ３年未満 無 12.8 － 407 0 0 有

事業の緊急度 災害発生の危険度 地域開発の程度

ハザー
ドマップ
の公表

現在流
下能力
の割合

現況の
安全度

災害危
険区域

高齢化
率（％）

構造物
経過年

数

被害実
績

水防活
動（回）

上流区域
の浸水戸

数

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

流域内
開発予
定面積
（ha）
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鉄道橋･道路橋緊急対策事業箇所名：小出川
こ い で が わ

１．事業の概要

１）位 置：神奈川県茅ヶ崎市、高座郡寒川町
ち が さ き し こうざぐん さむかわまち

２）河川名：相模川水系小出川

３）諸 元：ＪＲ橋 １橋
計画目標流量：２７０ｍ ／ｓ３

４）総事業費：約２０億円

２．目的、必要性

１）目 的：流下能力が著しく不足している小出川のＪＲ相模線鉄道橋を改築
し、治水安全度の向上を図る。

２）必要性：小出川流域では、平成１０年、１２年、１４年と度々浸水被害が
発生しており、当該橋梁の早急な流下能力向上が必要である。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
４４９億円 １７億円 ２６．２

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成１６年度 橋梁架替工事着手予定

６．関係者の意見
治水安全度の向上について、神奈川県河川協会等の関係団体や地元自治体から

強い要望がある。

1057 0 52 7 有 7 32 0 0 33 無 2 無 6

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績）

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積
（ha）

重要公
共施設
数

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

孤立戸
数（戸）

最大浸
水農地
面積(ha)

避難勧
告の有

無

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

交通遮
断時間

水系上重要 情報提供

有 35 0.22 ２年未満 無 12.1 － 57 0 0 無

事業の緊急度 災害発生の危険度 地域開発の程度

ハザー
ドマップ
の公表

現在流
下能力
の割合

現況の
安全度

災害危
険区域

高齢化
率（％）

構造物
経過年

数

被害実
績

水防活
動（回）

上流区域
の浸水戸

数

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

流域内
開発予
定面積
（ha）
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箇所名：貴船川都市基盤河川改修事業
き ふ ね が わ

１．事業の概要

１）位 置：青森県青森市
あおもりし

２）河川名：貴船川水系貴船川

３）諸 元：延 長：０．７ｋｍ
計画目標流量：１１５ｍ ／ｓ３

４）総事業費：約４５億円

２．目的、必要性

１）目 的：浸水被害の防止・軽減を目的として築堤、橋梁架替え等を行い、
治水安全度の向上を図る。

平成１１年１０月の出水により床上３６戸、床下６５戸の浸水２）必要性：
被害が発生しており、抜本的な治水対策が必要である。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
２４８億円 ３５億円 ７．１

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成１６年度 用地買収を実施予定

６．関係者の意見
近年、度重なる浸水被害を受けていることから、青森市から強い要望がある。

101 0 0 5 有 3 101 0 0 0 有 5 有 12

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績）

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積
（ha）

重要公
共施設
数

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

孤立戸
数（戸）

最大浸
水農地
面積(ha)

避難勧
告の有

無

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

交通遮
断時間

水系上重要 情報提供

有 3 0.13 １年未満 無 16.0 － 0 0 0 無

事業の緊急度 災害発生の危険度 地域開発の程度

ハザー
ドマップ
の公表

被害実
績

水防活
動（回）

現在流
下能力
の割合

現況の
安全度

災害危
険区域

高齢化
率（％）

構造物
経過年

数

上流区域
の浸水戸

数

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

流域内
開発予
定面積
（ha）
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箇所名：萩谷川床上浸水対策特別緊急事業
はぎたにがわ

１．事業の概要

１）位 置：高知県土佐市
と さ し

２）萩谷川水系萩谷川

３）諸 元：延 長：１．７ｋｍ
計画目標流量：２０ｍ ／ｓ３

４）総事業費：約３３億円

２．目的、必要性

１）目 的：再度災害を防ぐため、概ね５年間で緊急的かつ集中的に治水安全
度の向上を図る。

２）必要性：平成１０年９月の豪雨においては浸水家屋４４１戸（うち床上１
５１戸）さらに、平成１３年５月豪雨においても浸水家屋２２戸
（うち床上４戸）と甚大な浸水被害を受けており早急に河川改修
を実施する必要がある。また、関連する道路整備事業が進行中で
あり、共同で事業を実施することにより、災害に強い街づくりを
推進する。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
５５億円 ３０億円 １．８

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成１６年度 実施設計、用地買収に着手予定

６．関係者の意見
平成１０年及び平成１３年の災害を受け、地元土佐市から強い河川改修要望が

ある。

358 0 20 3 有 5 441 0 0 30 無 2 有 0

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績）

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積
（ha）

重要公
共施設
数

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

孤立戸
数（戸）

最大浸
水農地
面積(ha)

避難勧
告の有

無

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

交通遮
断時間

水系上重要 情報提供

有 6 0.12 ２年未満 無 25.0 － 0 0 0 有

事業の緊急度 災害発生の危険度 地域開発の程度

ハザー
ドマップ
の公表

災害危
険区域

高齢化
率（％）

構造物
経過年

数

上流区域
の浸水戸

数

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

流域内
開発予
定面積
（ha）

被害実
績

水防活
動（回）

現在流
下能力
の割合

現況の
安全度
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韮山古川床上浸水対策特別緊急事業箇所名：
にらやまふるかわ

１．事業の概要

１）位 置：静岡県田方郡韮山町
たがたぐんにらやまちょう

２）河川名：狩野川水系韮山古川

３）諸 元：延 長：０．７ｋｍ
計画目標流量：１２０ｍ ／ｓ３

４）総事業費：約２４億円

２．目的、必要性

１）目 的：再度災害の防止を図るため、概ね５年間で重点的に且つ緊急的に
治水対策を推進する。

２）必要性：過去５年間に連続して浸水被害が発生しており、特に平成１４年
１０月１日の台風２１号による集中豪雨により、床上浸水２４戸、
床下１３３戸、浸水面積４２．３haの被害が発生した。このため、
早急に河道整備を行い、治水安全度の向上を図る。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
６０億円 ２３億円 ２．６

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成１６年度 測量、設計に着手予定

６．関係者の意見
治水安全度の向上について、近年浸水被害が頻発していることからも、地域住

民や地元韮山町より強い要望がある。

206 0 44 1 有 5 157 0 38 19 無 4 有 5

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績）

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積
（ha）

重要公
共施設
数

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

孤立戸
数（戸）

最大浸
水農地
面積(ha)

避難勧
告の有

無

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

交通遮
断時間

水系上重要 情報提供

有 3 0.67 ２年未満 無 17.7 － 165 0 0 有

事業の緊急度 災害発生の危険度 地域開発の程度

ハザー
ドマップ
の公表

災害危
険区域

高齢化
率（％）

構造物
経過年

数

上流区域
の浸水戸

数

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

流域内
開発予
定面積
（ha）

被害実
績

水防活
動（回）

現在流
下能力
の割合

現況の
安全度
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箇所名：福井川床上浸水対策特別緊急事業
ふくいがわ

１．事業の概要

１）位 置：徳島県阿南市
あ な んし

２）河川名：福井川水系福井川

３）諸 元：延 長：約１．０ｋｍ
計画目標流量：５４０ｍ ／ｓ３

４）総事業費：約１２億円

２．目的、必要性

１）目 的：再度災害を防ぐため、概ね５年間で緊急的かつ集中的に治水対
策を推進する。

福井川流域では、平成１５年７月の出水で床上浸水被害が発生２）必要性：
しており、築堤、河道掘削による河川改修を実施することで床
上浸水被害の軽減を図る。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
４２億円 １２億円 ３．５

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成１６年度 実施設計、用地買収に着手予定

６．関係者の意見
平成１５年の災害を受け、地元阿南市から強い河川改修要望がある。

154 0 82 10 有 4 122 0 0 48 無 5 無 2

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ箇年間の災害実績）

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積
（ha）

重要公
共施設
数

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数
（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

孤立戸
数（戸）

最大浸
水農地
面積(ha)

避難勧
告の有

無

重要公
共施設

数

災害弱
者施設

交通遮
断時間

水系上重要 情報提供

有 1 0.47 ２年未満 無 23.7 － 105 0 23 無

事業の緊急度 災害発生の危険度 地域開発の程度

ハザー
ドマップ
の公表

災害危
険区域

高齢化
率（％）

構造物
経過年

数

上流区域
の浸水戸

数

想氾区域
内宅地予
定面積
（ha）

流域内
開発予
定面積
（ha）

被害実
績

水防活
動（回）

現在流
下能力
の割合

現況の
安全度
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箇所名：印旛沼河川環境整備事業（河川浄化事業）
いんばぬま

１．事業の概要

１）位 置：千葉県佐倉市外
さ く ら し

２）河川名：利根川水系印旛沼

３）諸 元：湖面積 １１．５５ｋ㎡
流域面積 ５４１．１ｋ㎡

３貯水量 １，９７０万ｍ

４）総事業費：１５０億円

２．目的、必要性

１）目 的：水質浄化

印旛沼の水質は、平成１４年度の全国湖沼の水質でワースト２位とな２）必要性：
っており、水道水源となっている湖沼ではワースト１位という状況が
続いているため、水環境の改善を図ることが必要である。

３．費用効果分析の結果
試行的にＣＶＭ法により便益を算出し、治水経済調査マニュアル（案）に基づ

いて分析
便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
４６１．３億円 １９７．７億円 ２．３３

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成１６年度 水質調査、植生調査、深浅測量実施予定

６．関係者の意見
国、県、市町村、学識者、市民団体で組織する「印旛沼流域水循環健全化会議」

において水質改善の施策に位置付けられており、地元自治体及び関係団体から強い
要望がある。

水質汚濁
状況

(mg/l）
【年平均値】

河川流
量の状

況
生態系

上水の
取水障
害の影
響人口

障害の
種類

過去５
年障害
発生状

況

利用形
態

利用者
数（万
人）

利用形
態

利用者
数（万
人）

ＣＯＤ１
０

－

生物
種、生
息数が
減少

自然公園
区域

約７０
万人

濾過障
害
かび臭

なし

散策・
イベン
ト・レ
ジャー

約６２
万人

散策・
イベン
ト・レ
ジャー

現在よ
り増加
の見込
み

寺崎特
定土地
区画整
理事業
が実施
中

ＤＩＤ
住居・
商業地
域

Ａ － － Ｃ Ａ － － Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

直
轄
補
助
公
団

水系名 事 業 名
事業主体

補
助

利根川
印旛沼河川環境
整備事業
千葉県

9595円

世帯数

河川環境

ＣＶＭ法
による便益

河川環境等の状況

開発規制
等

過去の障害発生状況等

ＷＴＰ

５５万世
帯

24

現在 将来
汚濁負
荷増と
なる地
域開発
の状況

河川周
辺の市
街化の
状況等

河川及び周辺の利用状況 地域開発の状況等

評点
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箇所名：大阪地区河川環境整備事業（河川浄化事業）

１．事業の概要

１）位 置：大阪市、豊中市、吹田市

２）河川名：淀川水系神崎川 外６河川
３３）諸 元：浄化浚渫 ６７８，０００ｍ

４）総事業費：１５０億円

２．目的、必要性

１）目 的：ダイオキシン類に汚染された河川の底質の浄化を行う。

ダイオキシン類による汚染に係る環境基準が、平成14年７月22日に告２）必要性：
示され、水底の底質に関しては150pg-TEQ/g以下とされた。平成13、14
年に行われた調査結果では、神崎川、木津川、六軒家川、尻無川、平
野川、寝屋川、恩智川で環境基準値を上回る数値が確認されたため、
河川管理者として可及的速やかに対策を講じる。

３．費用効果分析の結果
試行的にＣＶＭ法により便益を算出し、治水経済調査マニュアル（案）に基づ

いて分析
便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
４７６億円 １５０億円 ３．１７

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成14年度 「河川及び港湾の底質浄化対策検討委員会」設置

調査、試験施工開始
平成15年度 「ダイオキシン類に関する港湾・河川工事に係る環境対策マニュ

アル」素案を作成。また、浄化対策の方向性についても検討。

６．関係者の意見
学識経験者、国、府、関係市町村で構成されている「河川及び港湾の底質浄化対策

検討委員会」では、工事施行に伴う環境対策等を検討、積極的な取り組みを行ってい
る。

水質汚濁
状況

(mg/l）
【年平均値】

河川流
量の状

況
生態系

上水の
取水障
害の影
響人口

障害の
種類

過去５
年障害
発生状
況

利用形
態

利用者
数（万
人）

利用形
態

利用者
数（万
人）

［全窒素］
5.2

［全リン］
0.54

－ － － － － －

散策、
イベン
ト、ﾚｸﾘ
ｴｰｼｮﾝ等

140

散策、
イベン
ト、ﾚｸﾘ
ｴｰｼｮﾝ等

140 －

DID地
区、市
街化区
域

A － － － － － － A A A A － B

直轄
補助
公団

水系名 事 業 名
事業主体

補助
大阪地区河川環
境整備事業
大阪府

淀川

世帯数

河川環境

ＣＶＭ法
による便益

河川環境等の状況

開発規
制等

過去の障害発生状況等

ＷＴＰ

359,070495 11

現在 将来
汚濁負
荷増と
なる地
域開発
の状況

河川周
辺の市
街化の
状況等

河川及び周辺の利用状況 地域開発の状況等

評点
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（２）ダム事業（太枠箇所は個票を添付）

【多目的ダム建設事業】
便益の根拠情報等

洪水被害

直轄 事業名 地先 総事業費 総便益 総費用 情報提供の状況

公団 事業主体 （億円） （Ｃ）

補助 （億円）

(億円)

直轄 天竜川
天竜川ダム再編事

業
中部地方整備局

左岸：静岡県磐
田郡佐久間町
右岸：愛知県北
設楽郡豊根村

730 6,426 657 9.8 123,000 40,000 9,500 499 有 4 489 0 151 無し 無し 無し 有 無し 0.56 20 有 14 164 211 有

便益の根拠情報等

渇水被害

－ －
本省河川局治水課
（課長：望月常好）

【河川総合開発事業（補助）】

便益の根拠情報等

直轄 事業名 総便益 総費用 情報提供

公団 事業主体 地先 総事業費 （億円） （Ｃ）

補助 （億円）

(億円)

補
助

儀間川
謝名堂
川

儀間川総合開発事
業　　沖縄県

儀間
[比嘉]

130 193.6 38.1 64.4 91.1 108.8 1.8        555 8     110       21  有         3       61 - 125  有  有  有  有  有
0.4

[0.7]
 64
[82]

 無 23  -  -  無

便益の根拠情報等

渇水被害

　

 無       23

本省
河川局
治水課
（課長：

望月常好）

担当課
（担当課長名）

－－

水系名

災害発生時の影響

渇水影響人口
（人）

生活・社会活動
への影響（取水

制限日数）

総便益(B)

一般
資産

軒下浸
水戸数
（戸）

公共土
木施設
等被害

額

農作物
被害、営
業停止
損失等

被災頻
度（回）

浸水戸
数（戸）

浸水戸数
（戸）

農地浸
水面積

(ha)

重要公
共施設

数

災害弱
者関連
施設等

軒下浸
水戸数
（戸）

地域開発計画

災害の危険度

過去（近１０年）の災害実績

災害弱
者関連
施設等

給水車
出動

過去（近１０年）の災害実績 事業の緊急度（近３年）

渇水発生
被災頻度

（のべ回数）

生活・社会活動
への影響（取水
制限累計日数）

－－

渇水に対する利
水安全度

（10年間での想
定発生回数）

高齢化
率

（％）

－－－ － －

取水制限率
（最大値％）

渇水影響人口
（人）

被害
実績

水防活動
ハザードマッ

プの公表

想定氾濫
区域内宅
地予定面

積(ha)

現況流
下能力
の割合

高齢化
率(%)

治水安
全度
（年）

災害危
険区域
等の指

定

地域開発の程度

地域開発の状況

Ｂ／Ｃ 農地浸
水面積

(ha)

避難勧
告

流域内
開発予
定面積

(ha)

重要公
共施設

災害の危険度事業の緊急度（近３年）災害発生時の影響

水系名

総便益(B)
洪水被害

Ｂ／Ｃ

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 事業の緊急度 災害発生の危険度 地域開発の程度

一般資
産の想
定被害

公共土
木施設
等被害

農作物被
害、営業
停止損失

等

浸水戸数
（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積

(ha)

重要公
共施設
（施設
数）

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

浸水農
地面積

(ha)

避難勧
告

重要公
共施設

災害弱
者施設

被害
実績

水防活動
現在流
下能力
の割合

治水安
全度

（mm/h
）

災害危
険区域

高齢化
率（%）

想氾区域
内宅地予
定面積

(ha)

流域内
開発予
定面積

(ha)

ハザードマッ
プの公表

担当課
（担当課長名）

地域開発の状況災害発生時の影響 過去（近１０年）の災害実績 事業の緊急度（近３年） 災害の危険度

渇水影響人口
（人）

生活・社会活動
への影響（取水

制限日数）

被災頻度
（のべ回数）

渇水影響人口
（人）

                  27               1,200  有

取水制限率
（最大値％）

生活・社会活動
への影響（取水
制限累計日数）

給水車
出動

渇水発生

                   4,434                 304                     6             46,030  8 [5]  既に事業化

渇水に対する利
水安全度

（10年間での想
定発生回数）

高齢化
率

（％）
地域開発計画
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【ダム水環境改善事業（直轄）】

地域開発の
状況

直轄
補助
公団

水系名 ダム名
事業名

事業主体
地先 総事業費 費用（C） B/C

WTP
（支払意志

額）

受益範囲
内総世帯

数

（億円） （億円） （円） 無水区間
の延長

(km)

減水区
間の延
長(km)

減水区間の発
生発生平均日
数

貯水池及びその
周辺の自然状況

直轄 天塩川 岩尾内ダム
岩尾内ダム水環境
改善事業
北海道開発局

北海道
上川郡朝日町

1.5 10 1.7 6.3 334 27,927 0.6 29 121 鳥獣保護区 無 有

ﾀﾞﾑ見学
散策
ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ
地域ｲﾍﾞﾝﾄ
自然監察等

5 有
北海道開発局
河川管理課

（課長　堀内宏）

機構 利根川 草木ダム
草木ダム水環境改
善事業
関東地方整備局

群馬県
勢多郡東村

1.4 6.0 2.0 3.0 378 9,408 0.3 19.2 333 鳥獣保護区域 無 有

散策
野外活動
スポーツ
ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ
釣り
施設利用等

59 有
関東地方整備局

河川管理課
（課長　仲川博雄）

【ダム水環境改善事業（補助）】

地域開発の
状況

直轄
補助
公団

水系名 ダム名
事業名

事業主体
地先 総事業費 費用（C） B/C

WTP
（支払意志

額）

受益範囲
内総世帯

数
（億円） （億円） （円）

無水区間
の延長

(km)

減水区
間の延
長(km)

減水区間の発
生発生平均日
数

貯水池及びその
周辺の自然状況

補助 大分川 芹川ダム
芹川ダム水環境改
善事業
大分県

大分県
直入郡直入町
大分郡野津原町

1.9 8.7 1.6 5.6 549 7,700 2.963 6.8 349 県立自然公園内 有 有
自然観察

魚釣り
0.7 無

九州地方整備局
地域河川課

（課長　山本祐二）

【ダム貯水池水質保全事業（補助）】

地域開発の状況

直轄
補助
公団

水系名 ダム名
事業名

事業主体
地先 総事業費 費用（C） B/C

開発規制

利用形態 利用者数
汚濁負荷とな
る地域開発の

状況

（億円） （億円） Ｈ１３～１４
水質

（mg/l）

貯水池及
びその周
辺の状況

上水の取
水障害の
影響人口
（百人）

過去５年の障
害発生頻度
（回）

（万人）

補助 平川 久吉ダム
久吉ダム貯水池水
質保全事業
青森県

青森県
南津軽郡碇ヶ関
村

6.5 36 6.2 5.8

鉄：
 40.8mg/l
ﾏﾝｶﾞﾝ：
 5.54mg/l
砒素：
 0.046mg/l

無 無 無 無
ﾀﾞﾑ見学
レクリエーション
等

０．５ 無

東北地方整備
局

地域河川課
（課長

山内芳朗）

補助 利根川 桐生川ダム
桐生川ダム貯水池
水質保全事業
群馬県

群馬県
桐生市

1.9 3.5 2.2 1.6

T-N：
 1.03mg/l
T-P：
 0.018mg/l

有 無 26,400 3

ダム見学
散策、スポーツ
レクリエーション
イベント
自然観察
魚釣り等

１４．５ 無

関東地方整備
局

地域河川課
（課長

前原克二）

便益（Ｂ） ダムをとりまく自然環境等の状況

ダム湖及びその周辺の利用状況

総便益（億円） 自然環境等の状況
過去の障害の　　　　発

生状況等

利用者数
(万人)

関連する地
域開発計画

の状況

便益の根拠情報等

便益の根拠情報等

担当課
（担当課長

名）

担当課
（担当課長名）

便益（Ｂ） ＣＶＭ法による便益 ダムをとりまく自然環境等の状況
ダム湖及びその周辺の

利用状況

総便益（億円） 自然環境等の状況

開発規制
環境影響

の
発生状況

利用形態

総便益
（億円）

便益（Ｂ） ＣＶＭ法による便益 ダムをとりまく自然環境等の状況

担当課
（担当課長名）自然環境等の状況

開発規制
環境影響の
発生状況

ダム湖及びその周辺の
利用状況

便益の根拠情報等

利用形態
利用者数

(万人)

関連する地
域開発計画

の状況
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箇所名：天竜川ダム再編事業（直轄河川総合開発事業）
てんりゅうがわ

１．事業の概要
１）位 置：左岸 静岡県磐田郡佐久間町 右岸 愛知県北設楽郡豊根村

い わ た さ く ま ち ょ う きたしたら とよねむら

２）河川名：天 竜 川水系天竜川
てんりゅうがわ

３）諸 元（既存佐久間ダムのもの ：）
・型 式：重力式コンクリートダム ・堤 高：１５５．５ｍ

３・堤 頂 長：２９３．５ｍ ・総貯水容量：３２６，８４８千m
２・湛 水 面 積：７．１５km

４）事業費：約７３０億円

２．目的、必要性
１）目的

・洪水調節（天竜川下流部の洪水防御）

２）必要性
・天竜川下流部では昭和４３年に１，０００棟以上の家屋が浸水する大規模な洪

水被害が発生し、近年においても平成１０年など過去１０年間で４回もの洪水
被害に見舞われている。また、天竜川では既設ダムにおける堆砂等の影響によ
り河口部での海岸侵食等が顕在化してきている。
このため、既存ストックである利水専用ダムの有効活用により治水対策を図る
とともに、恒久堆砂対策により土砂移動の連続性の確保を図ることが必要であ
る。

３．費用対効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
６，４２６億円 ６５７億円 ９．８

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続
平成１６年度 実施計画調査着手予定

６．関係者の意見
浜松市等天竜川下流地域からなる「天竜川治水促進期成同盟会」からは、天竜川

ダム再編事業の早期実施を要望されている。

浸水戸数
(戸)

軒下浸水
戸数
(戸)

農地浸水
面積
(ha)

重要公共
施設数

災害弱者
関連施設

被災頻度
(回)

浸水戸数
(戸)

軒下浸水
戸数
(戸)

123,000 40,000 9,500 499 有 4 489 0

被害実績 水防活動
現況流下

能力の割合
治水安全度

(年)

災害危険
区域等の
指定

高齢化率
（％）

想定氾濫
区域内
宅地予定
面積(ha)

流域内
開発予定
面積(ha)

有 無 0.56 20 有 14 164 211

渇水影響
人口
(人）

生活・社会活
動への影響
（取水制限

日数)

被災頻度
（のべ回数)

渇水影響
人口
(人)

取水制限率
（最大
値％）

生活・社会活
動への影響
（取水制限
累計日数)

給水車出動

－ － － － － － － － －

洪
水
被
害

渇
水
被
害

ハザードマップの
公表

渇水発生

農地浸水
面積
(ha)

151

災害発生時の影響 過去(近10年)の災害実績

－ －

災害発生時の影響

事業の緊急度(近3年) 災害の危険度 地域開発の状況

過去(近10年)の災害実績

地域開発の状況災害の危険度

高齢化率
（％）

地域開発計画

事業の緊急度(近3年)

渇水に対する
利水安全度
（10年間での
想定発生回数）

重要公共
施設

無

避難勧告

無

災害弱者
関連施設等

無

有

情報提供の状況
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箇所名：儀間川総合開発事業（河川総合開発事業）
ぎ ま が わ

１．事業の概要

１）位 置：（儀間ダム）沖縄県島尻郡久米島町儀間（タイ原ダム）久米島町比嘉
ぎ ま しまじりぐんくめじまちょうぎま ばる く め じ ま ち ょ う ひ が

２）河川名：（儀間ダム）儀間川水系儀間川（タイ原ダム）謝名堂川水系謝名堂川
ぎ ま ぎ ま が わ ぎ ま が わ ばる じゃなどうがわ じゃなどうがわ

３）諸 元：（儀間ダム） （タイ原ダム）
ぎ ま ばる

・型 式：均一型フィルダム ・型 式：均一型フィルダム
・堤 高：２４．５ｍ ・堤 高：２７．９ｍ
・堤 頂 長：５４６ｍ ・堤 頂 長：２８１ｍ

３ ３・総貯水容量：５７５千ｍ ・総貯水容量：４２０千ｍ
２ ２・湛 水 面 積：０．０９km ・湛 水 面 積：０．０７km

４）総事業費：約１３０億円

２．目的、必要性

１）目 的： ・流水の正常な機能の維持
・洪水調節
・水道用水（久米島町：３００ｍ ／日）３

２）必要性：
・儀間川、謝名堂川の治水安全度は現況で約１／３、１／１０と低く、昭和５８
年、平成１０年、１３年と度重なる甚大な洪水被害を受けており、抜本的な治
水対策が必要。

・旧仲里村の上水道供給実績は、平成４年度以降は水道供給能力を上回っている
なかざとそん

状況。毎年夏場の渇水期には、農業ため池から水道用水を取水しているため、
基幹産業であるサトウキビ畑の干ばつが頻発（平成５年～１４年の１０年間に
６回の干ばつ被害）しており、新たな水源の確保が必要。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
１９４億円 １１０億円 １．８

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

※[ ]は謝名堂川

５．日程・手続き
平成１３年３月２９日 当該事業を含めた河川整備計画策定
平成１６年度 建設段階へ移行

６．関係者の意見
久米島町より、治水・利水両面からダム建設の強い要望がある。

情報提供

        555 8      110       21  有         3       61 - 125  有  有  有  有  有
0.4

[0.7]
 64
[82]

 無 23  -  -  無

洪水被害

流域内
開発予
定面積

(ha)

ハザー
ドマップ
の公表

治水安
全度

（mm/h
）

災害危
険区域

避難勧
告

重要公
共施設

高齢化
率（%）

想氾区
域内宅
地予定
面積(ha)

災害弱
者施設

被害
実績

水防活
動

現在流
下能力
の割合

浸水回
数（回）

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

浸水農
地面積

(ha)

浸水戸数
（戸）

災害発生時の影響（想氾区域内）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地浸
水面積

(ha)

重要公
共施設
（施設
数）

災害弱
者施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 事業の緊急度 災害発生の危険度 地域開発の程度

渇水被害

無 23

地域開発計画

4,434 304 6 46,030 27 1,200 有 8 [5] 既に事業化

給水車
出動

渇水発生

渇水に対する利
水安全度

（10年間での想
定発生回数）

高齢化
率

（％）

被災頻度
（のべ回数）

渇水影響人口
（人）

取水制限率
（最大値％）

生活・社会活動
への影響（取水
制限累計日数）

災害発生時の影響 過去（近１０年）の災害実績 事業の緊急度（近３年） 災害の危険度 地域開発の状況

渇水影響人口
（人）

生活・社会活動
への影響（取水

制限日数）
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箇所名：草木ダム水環境改善事業

１．事業の概要

１）位 置：群馬県 勢多郡 東村

２）河川名：利根川水系渡良瀬川

３）諸 元：ダム高：１４０ｍ
流域面積：２５４ｋｍ3
維持流量：０．３２９ｍ３／ｓ

４）総事業費：１．４６億円

２．目的、必要性

１）目 的：河川環境の改善

２）必要性：
現在、草木ダム下流の無水区間及び減水区間において、生態系の改善、

水質改善及び河川景観の改善のため、維持放流が急務となっている。
さらに、ダム・水環境地域の豊かな自然、文化などを活用した地域振興、

活性化を推進するために策定された草木ダム水源地域ビジョンとの事業連
携により、ダム周辺地域の発展を図るための河川環境改善を行う。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
６．０２億円 １．９８億円 ３．０

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

ダムをとりまく自然環境等の状況 ダム湖及びその周辺の 地域開発の状況
利用状況

ダム名 自然環境等の状況 Ｂ／Ｃ 総便益 総費用 備 考

開発規制 環境影響 利用形態 利用者数 関連する地域開 (億円) (億円)
無水区 減水区 無水減 貯水池及びそ の （万人） 発計画の状況
間の延 間の延 水区間 の周辺の自然 発生状況
長(km) 長(km) 発生平 状況

均日数

0.3 19.25 333 無 有 ＊１ ５９ 有 0.3 6.02 1.98草木ダム 鳥獣保護区域

* 1 ダム見学、散策、釣り、レクリエーション、スポーツ、イベント、自然散策等

５．日程・手続き
平成１６年度 工事着手予定

６．関係者の意見
自然環境の保全、河川の水質環境改善について、利用者及び自然保護団体な

どの関係団体から強い要望がある。
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（３）砂防事業等（太線箇所は個票を添付）
【砂防事業】

災害発生時の 過去の災害実績や事業実施の緊急性 災害発生時の危険度

総事業費 総便益 総費用 影響の大きさ
都道府 (Ｂ) 一般資産 農作物 公共土木 人的被害 (Ｃ) Ｂ 保全 重要 災害 避難 直近 地形・ 植生 平均 砂防 住宅 左記以外 危険箇所 評価点
県等名 箇所名 被害 被害 施設等被 軽減額 ／ 人家 公共 弱者 場所 の災 人的 最大 重要公共災害弱者避難の 地質 の 渓床 設備 宅地 の事業 防災等 情報等の

軽減額 軽減額 害軽減額 Ｃ 戸数 的 施設 避難路 害発 被災 的施設の 施設の 実績 の 状況 勾配 整備 開発の 計画の 活動の 公表の
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 施設 生年 被害 戸数 被災 被災 状況 状況 有無 有無 実施 有無

山形県 湯之里 180 3,247 1,668 622 957 173 18.8
地形,地質,植生の状況が悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。 48 3 重要あり あり なし なし なし 不良 不良 9 低い

行ってい
る

あり あり 21
保全課長

（坂口哲夫）

福島県 ウラノ沢 300 540 264 2 28 263 273 2.0
平成14年10月に土砂災害が発生した。
地形,地質,植生の状況が悪く土砂災害の発生の危険性が高い
地元の協力体制が得られている。

9 2 なし あり H14 あり なし なし 不良 不良 11 未整備
行ってい

る
あり あり 24

保全課長
（坂口哲夫）

福島県 菅谷沢 200 508 288 2 9 186 182 2.8
昭和60年に土砂災害が発生した。
地形.地質の状況が悪く、植生も極めて悪く、土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。

5 1 なし あり S60 なし なし なし 不良 めて不 6 未整備
行ってい

る
あり あり 18

保全課長
（坂口哲夫）

群馬県 火之口川 106 650 200 1 164 285 103 6.3
地形.地質の状況が悪く、植生も極めて悪く、土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。 9 2 なし あり なし なし なし 不良 めて不 8 未整備

行ってい
る

あり あり 18
保全課長

（坂口哲夫）

埼玉県 小森川 650 1,246 510 0 485 251 589 2.1
平成11年8月に土砂災害が発生し県道、人家等へ被害をもたらした。
地形・地質、植生の状況が悪く、渓床勾配も非常に大きく土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。

33 1 なし あり H11 2 なし なし なし 不良 不良 20 低い
行ってい

る
あり あり 21

保全課長
（坂口哲夫）

新潟県 大沢入川 320 653 413 3 4 233 297 2.2
平成7年に土砂災害が発生した。
地形,地質,植生の状況が極めて悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。

11 3 なし あり H7 なし なし なし めて不めて不 10
行ってい

る
あり あり 21

保全課長
（坂口哲夫）

新潟県 宮中貝野川 170 383 200 1 33 149 159 2.4
平成7年に土砂災害が発生した。
地形,地質,植生の状況が極めて悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。

10 2 なし あり H7 なし なし なし めて不めて不 3 低い
行ってい

る
あり あり 21

保全課長
（坂口哲夫）

新潟県 立間川 250 572 332 1 50 189 233 2.5
平成15年に土砂災害が発生した。
地質・地形の状況が極めて悪く、植生の状況も悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。

15 3 なし あり H15 なし なし あり めて不 不良 6
行ってい

る
あり あり 23

保全課長
（坂口哲夫）

静岡県 黒俣沢奥沢 105 778 234 2 186 356 99 7.9
地形・地質の状況が悪く、植生の状況も極めて悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得れている。 9 2 なし あり なし なし なし 不良 めて不 11 未整備

行ってい
る

あり あり 19
保全課長

（坂口哲夫）

静岡県 塩木道沢 300 3,518 2,089 3 236 1,190 274 12.8
昭和33年に災害履歴あり。
地形・地質の状況が悪く、植生の状況は極めて悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。

57 2 一般あり あり S33 なし なし なし 不良 めて不 18 未整備
行ってい

る
あり あり 25

保全課長
（坂口哲夫）

静岡県 立保川 220 2,350 1,132 8 504 706 205 11.5
昭和28年に災害履歴あり。
地形・地質、植生の状況が悪く、土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。

41 5 なし あり S28 なし なし なし 不良 不良 8 低い
行ってい

る
あり あり 19

保全課長
（坂口哲夫）

愛知県 番場川 160 733 155 2 216 360 150 4.9
地形・地質、植生の状況が悪く、土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。 7 2 なし あり なし なし なし 不良 不良 10 未整備

行ってい
る

あり あり 18
保全課長

（坂口哲夫）

京都府 小渋川 250 2,783 1,370 10 286 1,117 225 12.3
平成11年に災害履歴あり。
地形・地質、植生が悪く、土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。

59 6 なし あり H11 なし なし なし 不良 不良 5 低い
行ってい

る
あり あり 20

保全課長
（坂口哲夫）

兵庫県 笹尾谷川 180 3,112 1,864 18 183 1,047 171 18.2
地形・地質の状況が悪く、植生の状況も極めて悪く土砂災害の発生の危険性が高い。

42 3 一般あり あり なし なし なし 不良 めて不 11 未整備 あり あり 21
保全課長

（坂口哲夫）

兵庫県 大谷川 210 872 314 0 198 360 199 4.3
地形・地質の状況が悪く、植生の状況も極めて悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得れている。 10 4 なし あり なし なし なし 不良 めて不 6 未整備

行ってい
る

あり あり 19
保全課長

（坂口哲夫）

奈良県 宮谷 230 557 96 - 273 188 213 2.6
地形・地質、植生の状況が悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得れている。 3 1 一般あり あり なし なし なし 不良 不良 11 未整備

行ってい
る

あり あり 20
保全課長

（坂口哲夫）

岡山県 立野川 310 1,983 435 3 1,131 414 284 7.0
平成10年10月に土砂が流出し、小学校が被災した。
地形・地質、植生の状況が悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得れている。

12 5 なし あり H10 あり なし なし 不良 不良 10 低い
行ってい

る
あり あり 23

保全課長
（坂口哲夫）

岡山県 ホウキ谷川 168 948 519 1 26 402 161 5.9
地形・地質、植生の状況が悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得れている。 17 2 なし あり なし なし なし 不良 不良 11 未整備

行ってい
る

あり あり 19
保全課長

（坂口哲夫）

岡山県 扇谷川 120 1,516 843 6 467 201 115 13.2
地形・地質、植生の状況が悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得れている。 19 5 なし あり なし なし なし 不良 不良 14 未整備

行ってい
る

あり あり 20
保全課長

（坂口哲夫）

広島県 吉谷川 220 747 349 10 58 324 203 3.7
昭和47年に災害履歴あり。
地形・地質、植生の状況が悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得れている。

13 3 なし なし S47 なし なし あり 不良 不良 10 未整備
行ってい

る
あり あり 19

保全課長
（坂口哲夫）

香川県 桑崎南川 723 1,101 801 1 127 172 604 1.8
昭和51年に災害履歴あり。
地形・地質の状況が悪く、植生の状況は極めて悪く、土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。

44 1 なし あり S51 なし なし なし 不良 めて不 13 低い
行ってい

る
あり あり 19

保全課長
（坂口哲夫）

過去１０年間の災害履歴
維持管理
の協力体

制

地域開発の状況・
関連事業との整合

地域の協力体制
災害情報
の提供

その他の指標による効果
※災害発生履歴、特筆すべき社会的影響等、地元要望等評価すべき効果を記載

担当課
（担当課
長名）
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災害発生時の 過去の災害実績や事業実施の緊急性 災害発生時の危険度

総事業費 総便益 総費用 影響の大きさ
都道府 (Ｂ) 一般資産 農作物 公共土木 人的被害 (Ｃ) Ｂ 保全 重要 災害 避難 直近 地形・ 植生 平均 砂防 住宅 左記以外 危険箇所 評価点
県等名 箇所名 被害 被害 施設等被 軽減額 ／ 人家 公共 弱者 場所 の災 人的 最大 重要公共災害弱者避難の 地質 の 渓床 設備 宅地 の事業 防災等 情報等の

軽減額 軽減額 害軽減額 Ｃ 戸数 的 施設 避難路 害発 被災 的施設の 施設の 実績 の 状況 勾配 整備 開発の 計画の 活動の 公表の
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 施設 生年 被害 戸数 被災 被災 状況 状況 有無 有無 実施 有無

過去１０年間の災害履歴
維持管理
の協力体

制

地域開発の状況・
関連事業との整合

地域の協力体制
災害情報
の提供

その他の指標による効果
※災害発生履歴、特筆すべき社会的影響等、地元要望等評価すべき効果を記載

担当課
（担当課
長名）

香川県 片城川 620 29,395 22,404 12 5,224 1,755 1,293 22.7
昭和49、５１年と続けて災害が発生した。
地形・地質、植生の状況は悪く、土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。

476 1 重要あり あり S51 なし なし なし 不良 不良 11 低い
行ってい

る
あり あり 23

保全課長
（坂口哲夫）

愛媛県 泉谷川 150 1,744 710 41 177 685 145 12.0
地形・地質、植生の状況は悪く、河床勾配も非常に大きく、土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。 34 3 なし あり なし なし なし 不良 不良 18 未整備

行ってい
る

あり あり 20
保全課長

（坂口哲夫）

愛媛県 バラ谷川 180 1,265 0 1 776 127 173 7.3
平成11年に災害履歴あり。
地形・地質、植生が悪く、河床勾配も非常に大きく土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。

0 2 一般あり あり H11 なし なし なし 不良 不良 17 未整備
行ってい

る
あり あり 23

保全課長
（坂口哲夫）

愛媛県 浜側川 110 2,690 1,432 1 49 837 107 25.1
地形・地質、植生が悪く、河床勾配も非常に大きく土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。 61 2 なし あり なし なし なし 不良 不良 18 未整備

行ってい
る

あり あり 20
保全課長

（坂口哲夫）

愛媛県 重田川 150 844 787 1 43 537 145 5.8
地形・地質、植生が悪く、河床勾配も非常に大きく土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。 34 2 なし あり なし なし なし 不良 不良 20 未整備

行ってい
る

あり あり 20
保全課長

（坂口哲夫）

福岡県 大浦谷川 340 10,436 5,168 10 155 5,103 320 32.6
地形・地質、植生の状況は悪く、土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。 95 3 重要あり あり なし なし なし 不良 不良 11 未整備

行ってい
る

なし あり 21
保全課長

（坂口哲夫）

福岡県 山ノ神川 356 914 236 35 58 585 329 2.8
地形・地質、植生の状況は悪く、土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。 16 1 なし あり なし なし なし 不良 不良 10 未整備

行ってい
る

あり あり 18
保全課長

（坂口哲夫）

福岡県 桑の浦谷川 220 1,065 480 0 23 562 209 5.1
平成15年7月に土砂流が発生した。
地質・地形の状況が極めて悪く、植生の状況も悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。

19 2 なし あり H15 2 あり なし なし 不良 不良 8 未整備
行ってい

る
あり あり 25

保全課長
（坂口哲夫）

長崎県 田中川 250 1,412 358 1 874 179 231 6.1
地質・地形、植生の状況は悪く、土砂災害の発生の危険性が高い。

11 1 一般あり あり なし なし なし 不良 不良 14 未整備 あり あり 19
保全課長

（坂口哲夫）

熊本県 寺島上２ 180 1,698 877 31 53 678 166 10.2
平成2年6月に災害履歴あり。
地形・地質、植生の状況は悪く、土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。

37 2 なし あり H2 なし なし なし 不良 不良 8 未整備
行ってい

る
あり あり 19

保全課長
（坂口哲夫）

宮崎県 脇のふと川 200 1,146 471 6 179 511 184 6.2
平成15年に災害履歴あり。
地質・地形、植生の状況は悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。

22 1 なし あり H15 なし なし あり 不良 不良 8 低い
行ってい

る
あり あり 22

保全課長
（坂口哲夫）

鹿児島県 坂元谷 240 1,220 775 0 284 161 231 5.3
地質・地形、植生の状況は悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。 23 2 なし あり なし なし なし 不良 不良 14 未整備

行ってい
る

あり あり 19
保全課長

（坂口哲夫）

鹿児島県 大久保の小川 230 577 404 1 34 138 221 2.5
地質・地形、植生の状況は極めて悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。 12 1 なし あり なし なし なし めて不めて不 7 未整備

行ってい
る

あり あり 19
保全課長

（坂口哲夫）

鹿児島県 草野第二小川 180 728 538 0 26 164 173 4.2
地質・地形、植生の状況は極めて悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。 16 3 なし あり なし なし なし めて不めて不 6 未整備

行ってい
る

あり あり 20
保全課長

（坂口哲夫）

鹿児島県 柳田川 151 1,413 865 0 345 203 148 9.5
地質・地形、植生の状況は悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。 27 3 一般あり あり なし なし なし 不良 不良 12 未整備

行ってい
る

あり あり 22
保全課長

（坂口哲夫）

鹿児島県 山寿川 150 3,355 155 0 3,116 84 148 22.7
昭和50年に土砂災害が発生し、死者1名、家屋被害2戸の被害が発生した。
地形・地質の状況は悪く、植生の状況も極めて悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。

5 2 なし あり S50 死者あり 2 あり なし あり 不良 めて不 3
行ってい

る
あり あり 26

保全課長
（坂口哲夫）

鹿児島県 中川原川 200 1,463 391 12 912 148 193 7.6
地質・地形、植生の状況は極めて悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。 12 7 なし あり なし なし なし めて不めて不 6 未整備

行ってい
る

あり あり 21
保全課長

（坂口哲夫）

鹿児島県 粟ヶ窪谷 550 2,299 1,453 95 452 299 490 4.7
地質・地形、植生の状況は悪く土砂災害の発生の危険性が高い。
地元の協力体制が得られている。 40 3 一般あり あり なし なし なし 不良 不良 14 未整備

行ってい
る

あり あり 22
保全課長

（坂口哲夫）
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【地すべり対策事業】

災　害　発　生　時　の　影　響 過去の災害実績や事業実施の緊急性
B 保全人家 公共的 災害弱者 避難場所 直近の災 人的 最大被災 公共的 災害弱者 地すべり 地すべりの兆候 ※１

都道府 ﾌﾘｶﾞﾅ 一般資産 農作物 公共土木 人的被害 ／ 戸数 施設 関連施設 避難路 害発生の 被害 戸数 施設 関連施設 避難の 地形の 危険箇所 評　点
県名 箇所名 総事業費 総便益 被害軽減 被害軽減 施設等被 軽減額 総費用 Ｃ 有無 実績 有無 人家等 防災等 情報等の

（百万円） （百万円） 額 額 害軽減額 （百万円） 戸数 施設名 施設名 施設名 土砂量 河川種別 人 戸数 施設名 施設名 明瞭度 での 活動の 公表の
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （千ｍ3） 兆候 実施 有無

ﾐｻｷ 国道 国道

北海道 岬 300 2,219 1,383 358 478 493 4.5 48 鉄道 公園 H15 1 3 鉄道 あり 明瞭 明瞭 あり あり あり 35

県道 県道

560 1,991 902 15 832 242 524 3.8 108 公民館 公民館 284 一級 Ｈ１４ 1 明瞭 明瞭 あり あり あり あり 35

県道 県道

370 1,069 530 12 332 195 334 3.2 19 公民館 公民館 368 一級 Ｈ１４ あり 明瞭 明瞭 あり あり あり あり 34

国道 国道

751 2,769 1,760 23 645 341 644 4.3 19 公民館 公民館 305 二級 Ｈ１４ 1 明瞭 明瞭 あり あり あり あり 33

ｵｵﾂｶ 県道 県道 県道

茨城県 大塚 400 1,280 579 4 443 254 400 3.2 30 町道 町道 240 その他 Ｈ１５ 1 町道 あり 明瞭 明瞭 あり あり あり 35

ﾄﾞｸﾞﾁ

新潟県 土口 250 962 708 3 62 189 229 4.2 32 県道 県道 100 二級 H13 明瞭 明瞭 あり あり あり あり 30

ｲﾜｲﾈ

富山県 岩稲 550 1,645 945 8 321 371 457 3.6 10 国道 公民館 300 一級 H14 あり 明瞭 明瞭 計画中 あり あり あり 31

鉄道

ﾀｶﾊﾞﾀｹ

富山県 高畠 350 1,151 919 2 115 115 311 3.7 14 町道 県道 70 二級 H14 1 明瞭 明瞭 あり あり あり あり 30

ﾔﾏﾅｶﾀﾞｲ2 県道

福井県 山中第２ 290 1044 350 4 524 166 261 4.0 16 町道 小学校 380 その他 H14 2 明瞭 明瞭 あり あり あり 30

ﾋﾗｺ 県道

滋賀県 平子 200 759 563 0 9 187 185 4.1 30 町道 町道 110 一級 H9 明瞭 明瞭 あり あり あり あり 30

ﾁﾓﾘ 小学校 小学校

奈良県 千森 360 1,525 524 685 105 211 372 4.1 11 主要県道 主要県道 390 1級水系 H7 明瞭 明瞭 あり 実施中 あり あり 30

市道 市道

ﾋｶﾞｼｲﾜｼﾛ 小学校 小学校

和歌山県 東岩代 130 809 335 30 279 165 119 6.8 22 国道 公民館 250 一級 H15 1 明瞭 明瞭 あり あり あり 31

鉄道 国道

ｶﾗｶﾜ２ 貯水槽

島根県 唐川２ 138 580 171 75 89 245 126 4.6 14 市道 市道 40 その他 H9 1 あり 明瞭 明瞭 あり あり あり あり 30

ﾜﾀｼﾊﾞ 町道

山口県 渡場 600 3,846 300 15 209 3,322 506 7.6 156 学校給食ｾﾝﾀ 保育所 町道 150 二級 明瞭 明瞭 あり あり あり あり 30

ｼﾓｻﾞｷ 国道 国道

宮崎県 下崎 702 2,923 2,189 12 221 501 696 4.2 84 町道 保育園 町道 200 一級 Ｈ１４ 町道 明瞭 明瞭 あり あり 34

町役場

ｵｵﾄﾉ 県道 県道

宮崎県 大戸野 1,380 6,110 5,305 5 350 450 1,300 4.7 40 公民館 公民館 250 二級 Ｈ１４ 6 県道 明瞭 明瞭 あり あり あり 34

ｲﾂﾌﾞﾁｮｳ

鹿児島県 伊津部町 345 4,959 4094 0 255 610 285 17.4 1340 市道 高校 347 その他 H11 1 町道 明瞭 明瞭 あり 計画中 あり あり あり 34

高校

ﾄｳﾊﾞﾙ

沖縄県 桃原 500 1,165 783 0 17 365 466 2.5 76 市道 市道 150 二級 Ｈ１２ 5 市道 明瞭 明瞭 あり 計画中 あり あり あり 34

保全課
(課長:坂口 哲夫)

保全課
(課長:坂口 哲夫)

保全課
(課長:坂口 哲夫)

保全課
(課長:坂口 哲夫)

保全課
(課長:坂口 哲夫)

保全課
(課長:坂口 哲夫)

保全課
(課長:坂口 哲夫)

保全課
(課長:坂口 哲夫)

・平成１５年７月の降雨により地すべり災害が発生し、
人家３戸及び国道、ＪＲに被害をもたらした。
・活性化の傾向があり、人家、国道、鉄道に被害を及
ぼす危険性が高い。
・地域からの事業要望がある。

保全課
(課長:坂口 哲夫)

保全課
(課長:坂口 哲夫)

保全課
(課長:坂口 哲夫)

保全課
(課長:坂口 哲夫)

保全課
(課長:坂口 哲夫)

保全課
(課長:坂口 哲夫)

・H14年に地すべり災害が発生した。
・活性化の傾向があり、人家、国道、鉄道、公民館に
被害を及ぼす危険性が高い。
・地域からの事業要望がある。

・H13年に地すべり発生し、人家裏まで土砂が流出し
た。
・活性化の傾向があり、人家、県道に被害を及ぼす危
険性が高い。
・地域からの事業要望がある。

・平成１５年６月から７月の長雨により地すべりが発
生し，人家１戸が全壊，町道擁壁が被害を受けた。
・活性化の傾向があり、人家、国道、公民館に被害を
及ぼす危険性が高い。

・H7年に地すべり災害が発生した。
・活性化の傾向があり、人家、県道、市道、小学校に
被害を及ぼす危険性が高い。

・H9年に地すべり災害が発生した。
・活性化の傾向があり、人家、県道、町道に被害を及
ぼす危険性が高い。
・地域からの事業要望がある。

平成14年には、地すべり災害により、人家2戸に被害
が発生している。
・活性化の傾向があり、人家、県道、町道、小学校、
中学校に被害を及ぼす危険性が高い。

・H14年に民家裏の斜面に亀裂が確認された。
・活性化の傾向があり、人家、県道、町道に被害を及
ぼす危険性が高い。
・地域からの事業要望がある。

山形県 山添
ヤマゾエ

保全課
(課長:坂口 哲夫)

保全課
(課長:坂口 哲夫)

保全課
(課長:坂口 哲夫)

山形県 高野
コウヤ

沢
サワ

・平成１４年に地すべり災害が発生した。
・活性化の傾向があり、人家、国道、公民館に被害を
及ぼす危険性が高い。
・地域からの事業要望がある。

・平成１４年に地すべり災害が発生した。
・活性化の傾向があり、人家、県道、公民館に被害を
及ぼす危険性が高い。
・地域からの事業要望がある。

・平成１４年に地すべり災害が発生した。
・活性化の傾向があり、人家、県道、公民館に被害を
及ぼす危険性が高い。
・地域からの事業要望がある。

山形県 板
イタ

宮
ミヤ

保全課
(課長:坂口 哲夫)

・H13年に地すべり災害が発生した。
・活性化の傾向があり、人家、市道に被害を及ぼす危
険性が高い。
・地域からの事業要望がある。

・H11年に地すべり災害が発生し、人家、町道に被害
を及ぼした。
・活性化の傾向があり、人家、市道、高校に被害を及
ぼす危険性が高い。
・地域からの事業要望がある。

・H14年7月に地すべり災害が発生し、人家、町道に
被害を及ぼした。
・活性化の傾向があり、人家、県道、公民館に被害を
及ぼす危険性が高い。
・地域からの事業要望がある。

・H14年7月に地すべり災害が発生し、町道に被害を
及ぼした。
・活性化の傾向があり、人家、国道、町道、保育園、
町役場に被害を及ぼす危険性が高い。
・地域からの事業要望がある。

・活性化の傾向があり、町道、保育所等に被害を及
ぼす危険性が高い。
・地域からの事業要望がある。

・H9年に地すべり災害が発生した。
・活性化の傾向があり、人家、市道、貯水槽に被害を
及ぼす危険性が高い。
・地域からの事業要望がある。

・H15年に地すべり災害が発生し、人家に被害を及ぼ
した。
・活性化の傾向があり、人家、国道、鉄道、小学校、
公民館に被害を及ぼす危険性が高い。

担当課
（担当課長

名）

その他の指標による効果
※災害発生履歴、特筆すべき社会的影響等、地元要

望等評価すべき効果を記載

災害情報
の提供

河川への影響
維持管理
の協力体

制

災害発生の危険

関連事業
の有無

地域の協力体制
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【急傾斜地崩壊対策事業】
災害情報
の提供

一般資産
被害軽減

額

農作物被
害軽減額

公共土木
施設等被
害軽減額

人的被害
軽減額

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

三石
ミツイシ

歌
ウタ

笛
フエ

北海道 550 1,091 643 127 321 500 2.2

・保全対象に、道道、歌笛幼稚園
（災害弱者関連施設）等の重要な施
設があり事業実施が必要。
・地域からの事業要望がある。

21 2 一般あり なし Ｓ５８ なし なし なし 85 40 凸状 明瞭 あり 崩積土
降水時に

あり
不良 あり あり あり 30

保全課
(課長:坂口 哲

夫)

瀬棚
セタナ

本町
ホンチョウ

１ 北海道 260 811 566 10 235 250 3.2
・保全対象に、国道、避難場所等の
重要施設があり事業実施が必要。
・地域からの事業要望がある。

14 1 なし あり Ｈ７ なし なし なし あり 20 46 凸状 明瞭 あり 崩積土 常時あり 不良 あり あり あり 30
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

安渡一丁目-4
アンド

岩手県 250 625 395 0 7 223 231 2.7
平成15年3月に災害が発生した箇所
であり、早急な対応が望まれてい
る。

17 1 　 Ｈ１５ 1 なし あり 27 52 － 明瞭 あり 強風化岩 良 あり あり あり 28
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

小指
コザシ

宮城県 213 600 413 0 11 175 197 3.5
平成15年に災害が発生しており地
元要望も強い箇所である。

18 1 H15 1 なし 40 40 凸状 明瞭 あり 軟岩 常時あり 不良 あり あり あり 30
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

山寺
ヤマデラ

山形県 250 1,600 1,008 0 244 348 234 6.8

斜面高さ180mを超える長大斜面であり、
H14年には大規模な崩壊があった他、
H15年においても落石が発生しており、
地域住民より強い事業要望がある。

35 2 H15 なし 180 45 谷地形 明瞭 あり 軟岩
降雨時に

あり
不良 あり あり あり 30

保全課
(課長:坂口 哲

夫)

西
ニシ

の内
ウチ

栃木県 300 635 461 0 0 174 276 2.3
平成15年に災害が発生した箇所で
あり、早急な対応が望まれている。

12 なし なし H15 なし なし なし あり 30 45 谷地形 明瞭 あり 火山砕屑物 常時あり 不良 あり あり あり 29
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

正
ショウフクジ

福寺 栃木県 200 540 341 0 10 189 185 2.9
平成11年に発生した災害で、地域
住民が避難した経緯があり、地域住
民より強い事業要望がある。

12 なし なし H11 なし なし なし あり 30 65 凸状 明瞭 あり 強風化岩 常時あり 不良 あり あり あり 29
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

大
オオ

久野
　　クノ　　ホソオ

細尾 東京都 150 894 727 1 39 127 143 5.2
当該地区は、保全対象に東京都が
定める特定地域啓開道路を含んで
おり、早期対応が必要である。

11 1 なし なし H15 なし なし なし あり 65 41 谷地形 明瞭 あり 強風化岩
降水時に

あり
良 あり あり あり 30

保全課
(課長:坂口 哲

夫)

鶴島
ツルシマ

山梨県 250 525 216 0 124 185 234 2.2

・当地区は、区域内に災害弱者施設
を含む優先度の高い地区であるた
め、当該事業により住民の生命身
体を保全する。

8 1 一般あり なし なし なし なし あり 15 85 凸状 明瞭 あり 強風化岩 常時あり 不良 あり あり あり 29
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

星
ホシ

が丘
オカ

長野県 380 1,371 693 1 238 439 338 4.1
平成15年に災害が発生した箇所で
あり、早急な対応が望まれている。

48 1 なし あり H15 なし あり なし 30 40 谷地形 明瞭 あり 崩積土
斜面が常
に湿潤

不良 あり あり あり 31
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

近所
キンジョ

長野県 200 1,482 974 0 207 301 188 7.9

・当地区は、区域内に災害発生時の
避難場所を含む優先度の高い地区
であるため、当該事業により住民の
生命身体を保全する。

33 1 なし あり なし あり なし 130 35 谷地形 明瞭 あり 崩積土等 常時あり 不良 あり あり あり 31
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

吉水
ヨシミズ

新潟県 380 1,002 796 8 33 165 296 3.4

・当地区は、区域内に重要公共施設
である配水上を含む優先度の高い
地区であるため、当該事業により住
民の生命身体を保全する。

23 2 あり H15 なし 35 35 凸状 明瞭 あり 崩積土
降水時に

あり
不良 あり あり あり 32

保全課
(課長:坂口 哲

夫)

歌
ウタ

見
ミ

新潟県 145 1,366 957 3 255 151 139 9.8

・当地区は、区域内に災害発生時の
避難場所を含む優先度の高い地区
であるため、当該事業により住民の
生命身体を保全する。

22 2 あり H15 なし 30 39 凸状 明瞭 あり 崩積土
斜面が常
に湿潤

不良 あり あり あり 31
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

内山
ウチヤマ

（２） 富山県 250 706 522 46 138 231 3.1

・当該地区では小崩壊が継続的に
発生している他、地域にとって重要
な交通網である富山地方鉄道が存
在する事から強い事業要望がある。

16 2 なし あり 50 45 谷地形 明瞭 あり 崩積土 常時あり 不良 あり あり あり 30
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

馬渡
マワタリ

石川県 212 688 483 5 15 185 280 2.5

・当地区は、区域内に第一次緊急輸
送路を含む優先度の高い地区であ
るため、当該事業により住民の生命
身体を保全する。

16 1 H15 なし あり 50 45 凸状 明瞭 あり 強風化岩 常時あり 不良 あり あり あり 29
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

三尾河地区
ミ　　　オ　　ゴ

岐阜県 190 387 224 0 57 106 181 2.1

・当地区は、区域内に災害弱者施設
を含む優先度の高い地区であるた
め、当該事業により住民の生命身
体を保全する。

6 1 一般あり なし なし なし なし 70 55 谷地形 明瞭 あり 崩積土等 常時あり 不良 あり あり あり 29
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

吉佐美里条
キ　　　サミ　　サトジョウ

静岡県 192 642 350 1 117 174 180 3.6

・当地区は、区域内に災害弱者施設
を含む優先度の高い地区であるた
め、当該事業により住民の生命身
体を保全する。

16 1 一般あり なし H15 なし なし 45 40 あり 火山砕屑物
斜面が常
に湿潤

不良 あり あり あり 28
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

海峰苑
カイホウエン

静岡県 355 1,462 699 1 473 289 327 4.5

・当地区は、区域内に災害弱者施設
を含む優先度の高い地区であるた
め、当該事業により住民の生命身
体を保全する。

11 1 重要あり なし H15 1 なし なし あり 30 45 凸状 あり 火山砕屑物
斜面が常
に湿潤

良 あり あり 32
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

湯谷
ユタニ

京都府 300 567 333 0 63 171 254 2.2

・当地区は、災害発生時の避難路を
含む優先度の高い地区であるた
め、当該事業により住民の生命身
体を保全する。

13 1 あり なし 50 45 凸状 明瞭 あり 強風化岩 常時あり 不良 あり あり あり 30
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

阿
ア

良
ラ　ス

須 京都府 250 494 340 0 25 129 213 2.3

・当地区は、災害発生時の避難路を
含む優先度の高い地区であるた
め、当該事業により住民の生命身
体を保全する。

13 2 あり Ｈ１５ なし 40 60 凸状 明瞭 あり 強風化岩
斜面が常
に湿潤

不良 あり あり あり 33
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

奥
オク

大野
オオノ

京都府 200 775 558 0 23 194 177 4.4

・当地区は、災害発生時の避難路を
含む優先度の高い地区であるた
め、当該事業により住民の生命身
体を保全する。

21 1 あり なし 22 45 凸状 明瞭 あり 強風化岩
降水時に

あり
不良 計画中 あり あり あり 30

保全課
(課長:坂口 哲

夫)

横手
ヨコテ

大阪府 285 802 560 0 23 219 251 3.5
平成15年に災害が発生した箇所で
あり、早急な対応が望まれている。

20 2 なし なし H15 なし なし なし なし 32 45 凸型 明瞭 あり 崩積土等 常に湿潤 良 あり あり あり 30
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

鬼塚
オニツカ

（１） 熊本県 200 3,540 2,204 0 131 1,205 183 19.7

・当地区は、区域内に災害弱者施設
を含む優先度の高い地区であるた
め、当該事業により住民の生命身
体を保全する。

84 2 1 有 H14 1 なし あり 35 35 なし 強風化岩 良 あり ある あり 29
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

南田
ミナミ　タ　イ

位 大分県 100 542 341 0 8 193 100 5.4
平成15年に災害が発生した箇所で
あり、早急な対応が望まれている。

21 1 なし なし Ｈ１４ 2 あり なし あり 30 40 なし 軟岩 良 あり あり あり 28
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

小島
コジマ

大分県 80 987 348 0 444 195 77 12.8

・当地区は、区域内に災害弱者施設
を含む優先度の高い地区であるた
め、当該事業により住民の生命身
体を保全する。

11 2 重要あり なし Ｈ１５ 1 なし なし 30 70 凸状 明瞭 あり 強風化岩 良 あり あり あり 34
保全課

(課長:坂口 哲
夫)

宇和路
ウ　　ワ　　ジ

宮崎県 590 1,225 566 0 515 144 560 2.2

・当地区は、災害発生時の避難路
及び避難場所を含む優先度の高い
地区であるため、当該事業により住
民の生命身体を保全する。
・津波対策

19 2 一般あり あり なし あり 24 50 凸状 明瞭 なし 崩積土等
降水時に

あり
不良 あり あり あり 31

保全課
(課長:坂口 哲

夫)

小橋
コバシ

川
カワ

沖縄県 200 543 348 0 0 195 183 3.0
平成15年に災害が発生した箇所で
あり、早急な対応が望まれている。

16 1 H15 なし あり 17 45 谷地形 明瞭 あり 強風化岩
降水時に

あり
不良 あり あり あり 30

保全課
(課長:坂口 哲

夫)

総便益(B)
ｵｰﾊﾞｰﾊﾝ
ｸﾞの有無

地盤の状
況

箇所名 都道府県

災害発生時の影響 過去の災害実績や事業実施の緊急性

避難の
実績

総事業費
その他の指標による効果

※災害発生履歴、特筆すべき社会的影
響等、地元要望等評価すべき効果を記

載

総費用(C)
直近の災
害発生年

人的被害
B/C

保全人家戸
数（戸）

重要公共
施設（件）

担当課
（担当課長

名）

危険箇所
情報等の
公表の
有無

湧水の
有無

植生の
状況

防災等活
動の実施

維持管理
の協力体

制

災害発生の危険度

関連事業
の有無

遷急線
斜面の高

さ（m）

地域の協力体制

評点
災害弱者

施設
避難場所
・避難路

最大被災
戸数（戸）

重要公共
施設被災

災害弱者
施設被災

斜面の勾
配（度）

斜面形状
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【雪崩対策事業】

災害情報
の提供

一般資産
被害軽減

額

農作物被
害軽減額

公共土木
施設等被
害軽減額

人的被害
軽減額

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

今平 山形県 150 811 455 196 160 139 5.8

当地区は、災害発生時の避難場所及
び緊急避難路を含む地域であり、当
該事業により住民の生命身体を保全
する。

14 2 なし あり なし 0 なし 31 80 27 疎 2.5 あり あり あり 23
保全課

(課長:坂口 哲夫)

吉野 京都府 100 981 307 0 368 306 93 10.5

当地区は、災害発生時の避難場所及
び避難路を含む地域であり、当該事
業により住民の生命身体を保全す
る。

11 1 なし あり なし 0 なし 30 44 18 疎 3.7 あり あり あり 23
保全課

(課長:坂口 哲夫)

反保 島根県 210 417 273 1 80 63 189 2.2
当地区は、災害発生時の避難路を含む優
先度の高い地区であるため、当該事業によ
り住民の生命身体を保全する。

8 1 なし あり なし 0 なし 40 33 33 中 2.4 あり あり あり 24
保全課

(課長:坂口 哲夫)

災害発生の危険度

箇所名 都道府県

災害発生時の影響 過去の災害実績や事業実施の緊急性

避難の実
績

保全人家
戸数（戸）

重要公共
施設(件）

災害弱者
施設

既往最大
積雪深
（ｍ）

防災等活
動の実施

維持管理
の協力体

制

過去の雪
崩発生の

有無

平均傾斜
度（度）

雪崩発生
斜面内の
標高差
（ｍ）

見通し角
度（度）

植生の状
況（疎密）

危険箇所
情報等の
公表の有

無

担当課
（担当課長

名）
B/C

総便益(B) 関連事業
の有無

地域の協力体制

人的被害
避難場
所・避難

路

最大被災
戸数（戸）

評点
総事業費 その他の指標による効果

※災害発生履歴、特筆すべき社会的影響
等、地元要望等評価すべき効果を記載

総費用（C)
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箇所名：小森川通常砂防事業（埼玉県秩父郡両上村）

１．事業の概要

１）位 置：埼玉県秩父郡両神村
２）河川名：小森川
３）諸 元：流 域 面 積：１７．３ｋ㎡

平均河床勾配：１／４０
３計画流出土砂量：８０，４９０ｍ

４）総事業費：４．８５億円

２．目的、必要性

１）目 的：土砂災害の防止
２）必要性：

・小森川は出水時に多量の土砂が流出し、近年においても人家への土砂流
出が発生した。

・平成１１年度の豪雨により、県道が分断され人家が孤立化した。

３．費用効果分析の結果

治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
１２．４６億円 ５．８９億円 ２．１２

４．検討

以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

・過去の被災状況
・保全対象（人家３３戸、県道、橋梁、耕地、キャンプ場等）

５．日程・手続き

平成１６年度着手予定

６．関係者の意見

土砂災害に対する安全度の向上について、地元自治体及び関係団体から強い
要望がある。
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箇所名：桑 崎 南 川砂防事業
くわざきみなみがわ

１．事業の概要
１）位 置：香川県高松市中 山 町

たかまつしなかやまちょう

２）渓流名：二級住吉川水系桑 崎 南 川
すみよしがわ くわざきみなみがわ

３）諸 元：砂防えん堤工 ２基
４）総事業費：約７億円

２．目的、必要性
１）目 的：土石流災害の防止のため
２）必要性：当渓流は河床勾配が1/10の土石流危険渓流で渓流は荒廃し、河床

には不安定土砂も多量にあることから土石流の発生が懸念される。下流
には人家44戸、避難路に指定されている市道もあり、土砂災害防止対策
が急務となっている。

３．費用効果分析の結果
土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）

１１．０１億円 ６．０４億円 １．８

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断のうえ採択。

災害発生時の影響の大きさ 過去の災害実績や事業実施の緊急性

直近の 過去10年間の災害履歴

保全人 重要公 災害弱 避難場所 災害発 人的被害 最大被 重要公共施 災害弱者施設 避難の実績

家戸数 共施設 者施設 避難経路 生年 災戸数 設の被災 の被災

44 1 あり S51

災害発生時の危険度 地域開発の状況・関連事業との整合 地域の協力体制 災害情報の提供

地形･地 植生の 平均河床 砂防設備 住宅宅地開発 左記以外の事業計画 防災等活 維持管理の 危険箇所情報等

質の状況 状況 勾配(度) 整備状況 の有無 の有無 動の実施 協力体制 の公表の有無

不良 不良 13 低い 行っている あり あり

５．日程・手続き
平成１６年度 事業着手予定

６．関係者の意見
土石流から人命財産保全のため、地元自治体及び地元関係者からも強い要望がある。
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箇所名：片 城 川砂防事業
かたじょうがわ

１．事業の概要
１）位 置：香川県小豆郡内海町

しょうずぐんうちのみちょう

２）渓流名：二級片 城 川水系片 城 川
かたじょうがわ かたじょうがわ

３）諸 元：砂防えん堤工 ３基
４）総事業費：約４億円

２．目的、必要性
１）目 的：土石流災害の防止のため
２）必要性：当渓流は河床勾配が1/5の土石流危険渓流で渓流は荒廃し、河床

には不安定土砂も多量にあることから土石流の発生が懸念される。下流
には人家476戸、災害弱者関連施設である、病院、老人介護施設があり、
土砂災害防止対策が急務となっている。

３．費用効果分析の結果
土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）

２９３．９５億円 １２．９３億円 ２２．７３

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断のうえ採択。

災害発生時の影響の大きさ 過去の災害実績や事業実施の緊急性

直近の 過去10年間の災害履歴

保全人 重要公 災害弱 避難場所 災害発 人的被害 最大被 重要公共施 災害弱者施設 避難の実績

家戸数 共施設 者施設 避難経路 生年 災戸数 設の被災 の被災

476 1 重要あり あり S51

災害発生時の危険度 地域開発の状況・関連事業との整合 地域の協力体制 災害情報の提供

地形･地 植生の 平均河床 砂防設備 住宅宅地開発 左記以外の事業計画 防災等活 維持管理の 危険箇所情報等

質の状況 状況 勾配(度) 整備状況 の有無 の有無 動の実施 協力体制 の公表の有無

不良 不良 11 低い 行っている あり あり

５．日程・手続き
平成１６年度 事業着手予定

６．関係者の意見
土石流から人命財産保全のため、地元自治体及び地元関係者からも強い要望がある。
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箇所名：大戸野地すべり対策事業

１．事業の概要

１）位 置：宮崎県南那珂郡北郷町

２）地区名：二級河川広渡川水系黒荷田川 大戸野地区

３）諸 元：集水井：６基、横ボーリング：約２，２００ｍ
水路工：約１，０５０ｍ 、法面工：約５，７００㎡

４）総事業費：１４．４億円

２．目的、必要性

１）目 的：地すべり等による被害の除去又は軽減

２）必要性：
・大戸野地区は、平成１４年７月の台風９号で地すべりが発生し、災害関

連緊急地すべり対策事業を実施している。しかしながら、隣接ブロック
も変状があり、次期出水によって地すべりを助長することが懸念される。
保全対象としては、人家４０戸及び避難場所である公民館、住民の生活
道であると共に国道２２０号の代替道路である主要地方道日南高岡線等
があり、重要な路線である。これらを保全し、地すべり防止施設を設置
し、地域の安全を確保する必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
１４．３億円 １３．９億円 １．０３

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。
○災害発生時の影響（保全人家戸数、重要な公共的施設の有無、災害弱者関連

施設の有無、地域防災計画に位置付けられた避難場所・避難路の有無、河川
への影響）

○過去の災害実績・緊急度（直近の地すべり発生の有無、過去１０年間の実績
対象として人的被害の状況・最大被災戸数・重要な公共施設等の被害実績の
有無・災害弱者関連施設の被害実績の有無・避難実績の有無）

○災害発生の危険度（地すべり地形の有無、地すべりの明瞭度、人家や公共施
設等における地すべりの兆候の有無）

○地域開発の状況・関連事業との整合（保全対象区域内での地域振興に資する
関連事業の有無）

○地域の協力体制（防災等活動の状況、施設周辺の清掃等維持管理への協力体
制）

○土砂災害に対する情報提供の状況（危険箇所マップ等の公表の有無）

５．日程
平成１４年度に災害関連緊急地すべり対策事業を実施し、平成１６年度から

地すべり対策事業により施行する。

６．関係者の意見
地域の安全度向上について、地元自治体及び地域住民から強い要望がある。
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箇所名：三石歌笛地区急傾斜地崩壊対策事業

１．事業の概要

１）位 置 ：北海道三石郡三石町

２）地区名 ：三石歌笛地区
２３）諸 元 ：補強土工 ：１９，０００ｍ

４）総事業費：５．５億円

２．目的、必要性

１）目 的：急傾斜地の崩壊による被害の除去

２）必要性：
・当該地区斜面には崩壊跡が多数存在し、降雨時の湧水等で地盤が緩み現

在危険な状態であり、次期出水によって大規模崩壊が発生し、甚大な被
害が生じることが懸念される。保全対象としては、人家２１戸、道道、
幼稚園があり、急傾斜地崩壊対策事業を実施し、地域の安全を確保する
必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
１０．９億円 ５億円 ２．１８

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。
○災害発生時の影響
○過去の災害実績・緊急度
○災害発生の危険度
○地域開発の状況・関連事業との整合
○地域の協力体制
○土砂災害に対する情報提供の状況

５．日程
平成16年度より急傾斜地崩壊対策事業を施工する。

６．関係者の意見
地域の安全度向上について、地元自治体及び地域住民から強い要望がある。
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箇所名：宇和路地区急傾斜地崩壊対策事業

１．事業の概要

１）位 置：宮崎県東臼杵郡北浦町

２）地区名：宇和路地区
３ ２３）諸 元： 土 工：約３０，０００ｍ 法面工：約１０，０００ｍ

４）総事業費：約５．９億円

２．目的、必要性

１）目 的：急傾斜地崩壊対策はもとより、津波及び水害による避難場所とし
て斜面の有効利用を図り、災害に強いまちづくりの構築を目指す。

２）必要性：
平成１３年１０月１６日に古江川が氾濫し人家６０戸に・宇和路地区は、

被害があり、また、平成１５年度には中央防災会議により東南海・南海地
震における地震対策の推進地域に指定されるなど、津波による被害、地震
によるがけ崩れ災害が懸念されている。

保全対象としては、病院、人家１９戸、排水処理施設及び避難場所で
ある中学校、避難路である町道があり、急傾斜地崩壊対策事業を実施し、
地域の安全を確保する必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
１２．３億円 ５．６億円 ２．１９

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。
○災害発生時の影響
○過去の災害実績・緊急度
○災害発生の危険度
○地域開発の状況・関連事業との整合
○地域の協力体制
○土砂災害に対する情報提供の状況

５．日程
平成１６年度から急傾斜地崩壊対策事業により施行する。

６．関係者の意見
地域の安全度向上について、地元自治体及び地域住民から強い要望がある。
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【海岸事業：高潮対策事業】

災害発生時の影響 過去の災害実績 災害発生の危険度 地域開発等の程度
地域の
協力体
制

事業の
緊急度

災害時
の情報
提供体
制

関連事
業との
整合

代替え
案等の
可能性

自然環境・
文化財等

浸水防護便益
（億円）

侵食防護便益
（億円）

利用・環境便益
（億円）

一般資産 農地資産
公共土木
施設・公
益事業等

土地 一般資産
公共土木
施設・公
益事業等

海岸利用 環境保全 Ａ ａ ｂ 評価結果

補助
小薮細川海岸高潮対策事業
愛知県

一色町 190.5 48.1 6.0 136.4 11.0 17.3

浸水戸数
が地域全
体の95%以

上

13号台風
(S28)

伊勢湾台
風(S34)

100% 2 1 最優先

本省河川局
砂防部保全課

海岸室
（室長　細見

寛）

補助
磯津海岸高潮対策事業
三重県

四日市市 245.7 69.7 176.0 18.3 13.4

浸水戸数
が地域全
体の95%以

上

伊勢湾台
風（S34）

100%
清掃活
動

2 2 最優先

本省河川局
砂防部保全課

海岸室
（室長　細見

寛）

補助
日置海岸高潮対策事業
和歌山県

日置川町 78.7 23.1 55.6 53.8 1.5
町役場
小・中学

校
国道42号

施設被災
3回

外洋に
直接面
してい
る

清掃活
動

防災活
動

1 2 1 最優先

本省河川局
砂防部保全課

海岸室
（室長　細見

寛）

補助
本浦海岸高潮対策事業
山口県

周南市 67.2 18.3 0.4 48.5 9.4 7.2
唯一の生
活道路

台風常
襲地帯

清掃活
動

1 1 1 優先

本省河川局
砂防部保全課

海岸室
（室長　細見

寛）

補助
苫張海岸高潮対策事業
香川県

さぬき市 128.0 29.4 0.5 98.1 4.3 29.8

唯一の生
活道路
地域就労
の中心施

設

1 優先

本省河川局
砂防部保全課

海岸室
（室長　細見

寛）

補助
大福浦海岸高潮対策事業
愛媛県

宇和島市 54.8 10.8 2.1 41.9 11.5 4.8
唯一の生
活道路

台風常
襲地帯

清掃活
動

1 1 1 優先

本省河川局
砂防部保全課

海岸室
（室長　細見

寛）

補助
野母南海岸高潮対策事業
長崎県

野母崎町 458.0 131.4 326.6 7.3 62.6
唯一の生
活道路、
町役場

2.4ｍ

外洋に
直接面
してい
る

清掃活
動

1 1 1 優先

本省河川局
砂防部保全課

海岸室
（室長　細見

寛）

補助
高田海岸高潮対策事業
大分県

豊後高田市 46.2 4.6 9.5 11.5 5.4 1.9 13.3 3.3 14.2

唯一の生
活道路、
下水路ポ
ンプ場

377戸
約88%

100%
清掃・
美化活
動

1 1 1 優先

本省河川局
砂防部保全課

海岸室
（室長　細見

寛）

補助
宮城海岸高潮対策事業
沖縄県

北谷町 889.5 423.6 465.9 18.9 47.1

浸水戸数
が地域全
体の95％
以上

浄水場
（上水）

越波･浸水
道路･護岸
の被災

3.9ｍ

台風常
襲地

帯、外
洋に直
接面し
ている

清掃活
動

自然学
習会

越波被
害

（H13）
有 1 5 最優先

本省河川局
砂防部保全課

海岸室
（室長　細見

寛）

補助
市川海岸高潮対策事業
（都市海岸高度化事業）
千葉県

市川市 272.8 134.7 138.1 50.4 5.4
国道357号
行徳警察

署
4.5ｍ

清掃活
動

平成13
年

台風15
号

護岸被
災

1 3 － 最優先

本省河川局
砂防部保全課

海岸室
（室長　細見

寛）

【海岸事業：侵食対策事業】

災害発生時の影響 過去の災害実績 災害発生の危険度 地域開発等の程度
地域の
協力体
制

事業の
緊急度

災害時
の情報
提供体
制

関連事
業との
整合

代替え
案等の
可能性

自然環境・
文化財等

浸水防護便益
（億円）

侵食防護便益
（億円）

利用・環境便益
（億円）

一般資産 農地資産
公共土木
施設・公
益事業等

土地 一般資産
公共土木
施設・公
益事業等

海岸利用 環境保全 Ａ ａ ｂ 評価結果

補助
三瀬大石海岸侵食対策事業
新潟県

佐渡市 44.6 6.2 0.1 38.3 0.0 21.0 2.1
唯一の生
活道路・
観光道路

小木港
建設中

清掃活
動

1 2 最優先

本省河川局
砂防部保全課

海岸室
（室長　細見

寛）

補助
浅羽海岸侵食対策事業
静岡県

浅羽町 52.1 11.7 10.8 29.5 0.1 6.0 8.7

外洋に
直接面
してい
る

漁港
河川供
給土砂
の減少

清掃活
動

広域漁
港整備
事業(ｻﾝ
ﾄﾞﾊﾟｲﾊﾟ

ｽ)

アカウ
ミガメ

1 3 最優先

本省河川局
砂防部保全課

海岸室
（室長　細見

寛）

愛護・
防災等
の活動
状況

過去3箇
年の災
害実

績、避
難勧告
の有無

ﾊｻﾞｰﾄﾞ
ﾏｯﾌﾟの
整備・
公表の
有無

関連計
画の整
備状況

災害の
危険性
の高い
自然条
件

沿岸漂
砂・土
砂供給
源の現
状

地域の
振興計
画への
位置付
け

侵食の
進行が
地域発
展の制
約

費用(Ｃ)
（億円）

Ｂ／Ｃ

総合評価

総便益
（億円）

当該地域
に

対する影
響

広域的な
影響

激甚災害
の発生

過去10年
間の災害
実績

年間
侵食速
度

（大）

汀線
後退量
（大）

直轄
補助
公団

事業名
事業主体

市町村名

便益（Ｂ）

費用(Ｃ)
（億円）

Ｂ／Ｃ

便益（Ｂ）

当該地域
に

対する影
響

直轄
補助
公団

事業名
事業主体

市町村名

総便益
（億円）

広域的な
影響

激甚災害
の発生

過去10年
間の災害
実績

計画波
浪

による
越波高
（大）

ｾﾞﾛﾒｰﾄﾙ
地帯内
の
戸数
（大）

耐震点検
による

危険箇所
延長割合
（大）

災害の
危険性
の高い
自然条
件

地域の
振興計
画への
位置付
け

災害危
険性が
地域発
展の制
約

愛護・
防災等
の活動
状況

過去3箇
年の災
害実

績、避
難勧告
の有無

ﾊｻﾞｰﾄﾞ
ﾏｯﾌﾟの
整備・
公表の
有無

担当課
（担当課長

名）

担当課
（担当課長

名）

総合評価

関連計
画の整
備状況

代替え
案等の
可能性
検討

自然環
境への
効果

文化財
等の地
域

遺産へ
の

影響

代替え
案等の
可能性
検討

自然環
境への
効果

文化財
等の地
域

遺産へ
の

影響
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【海岸事業：局部改良事業（高潮系）】

災害発生時の影響 過去の災害実績 災害発生の危険度 地域開発等の程度
地域の
協力体
制

事業の
緊急度

災害時
の情報
提供体

制

関連事
業との
整合

代替え
案等の
可能性

自然環境・
文化財等

浸水防護便益
（億円）

侵食防護便益
（億円）

利用・環境便益
（億円）

一般資産 農地資産
公共土木
施設・公
益事業等

土地 一般資産
公共土木
施設・公
益事業等

海岸利用 環境保全 Ａ ａ ｂ 評価結果

補助
中宿海岸局部改良事業
新潟県

糸魚川市 24.4 3.4 0.0 21.0 5.8 4.2
唯一の生
活道路

国道８号 1.8ｍ
清掃活

動

H15.12
に12世

帯
が避難

1 2 1 最優先

北陸地方整
備局

地域河川課
（課長　矢田

弘）

補助
古座海岸局部改良事業
和歌山県

古座町 489.5 143.5 346.0 17.1 28.6 国道42号
通行規制
19回

外洋に
直接面
してい
る

防災活
動

1 2 1 最優先

近畿地方整
備局

地域河川課
（課長　蒲
原　潤一）

補助
すさみ海岸局部改良事業
和歌山県

すさみ町 36.3 10.6 25.7 3.5 10.3 国道42号
施設被害

3回

外洋に
直接面
してい
る

1 1 優先

近畿地方整
備局

地域河川課
（課長　蒲原

潤一）

【海岸事業：局部改良事業（侵食系）】

災害発生時の影響 過去の災害実績 災害発生の危険度 地域開発等の程度
地域の
協力体
制

事業の
緊急度

災害時
の情報
提供体
制

関連事
業との
整合

代替え
案等の
可能性

自然環境・
文化財等

浸水防護便益
（億円）

侵食防護便益
（億円）

利用・環境便益
（億円）

一般資産 農地資産
公共土木
施設・公
益事業等

土地 一般資産
公共土木
施設・公
益事業等

海岸利用 環境保全 Ａ ａ ｂ 評価結果

補助
阿古海岸局部改良事業
東京都

三宅村 20.4 17.9 2.5 3.2 1.3
重要な生
活道路

平成14年
の台風7号
による護
岸倒壊

台風常
襲地

帯、外
洋に直
接面し
ている

漁業お
よび環
境産業
に影響

平成14
年の台
風7号に
よる護
岸倒壊

1 2 1 最優先

関東地方整
備局

地域河川課
（課長　前原

克二）

補助
大比田海岸局部改良事業
福井県

敦賀市 81.6 11.5 70.1 0.05 － － 11.3 7.2
河野海岸
有料道路

幹線道路
の通行止

め
頻発

清掃活
動

3 　 優　先

近畿地方整
備局

地域河川課
（課長　蒲
原　潤一）

【海岸事業：環境整備事業】

災害発生時の影響 過去の災害実績 災害発生の危険度 地域開発等の程度
地域の
協力体

制

事業の
緊急度

災害時
の情報
提供体

制

関連事
業との
整合

代替
え案
等の
可能

自然環
境・文化

財等
浜辺の利用

浸水防護便益
（億円）

侵食防護便益
（億円）

利用・環境便益
（億円）

一般資産 農地資産
公共土木
施設・公
益事業等

土地 一般資産
公共土木
施設・公
益事業等

海岸利用 環境保全 Ａ ａ ｂ 評価結果

補助
長崎海岸環境整備事業
愛媛県

御荘町 6.2 1.4 0.1 4.7 　 5.6 1.1
唯一の生
活道路

国道56号
台風常
襲地帯

清掃活
動

南予レ
クレー
ション
公園

立て干し
網（イベ
ント）

1 2 2 最優先

四国地方整
備局

地域河川課
（課長　藤
山　究）

総合評価

関連計
画の整
備状況

代替え
案等の
可能性
検討

自然環
境への
効果

文化財
等の地

域
遺産へ

の
影響

災害危
険性が
地域発
展の制
約

愛護・
防災等
の活動
状況

過去3箇
年の災
害実
績、避
難勧告
の有無

ﾊｻﾞｰﾄﾞ
ﾏｯﾌﾟの
整備・
公表の
有無

ｾﾞﾛﾒｰﾄﾙ
地帯内
の

戸数
（大）

耐震点
検

による
危険箇
所

延長割
合

（大）

災害の
危険性
の高い
自然条
件

地域の
振興計
画への
位置付
け

広域的な
影響

激甚災害
の発生

過去10年
間の災害
実績

計画波
浪

による
越波高
（大）

直轄
補助
公団

事業名
事業主体

市町村名

総便益
（億円）

費用(Ｃ)
（億円）

Ｂ／Ｃ

便益（Ｂ）

当該地域
に

対する影
響

直轄
補助
公団

事業名
事業主体

市町村名

便益（Ｂ）

費用(Ｃ)
（億円）

Ｂ／Ｃ

総合評価

総便益
（億円）

当該地域
に

対する影
響

広域的な
影響

激甚災害
の発生

過去10年
間の災害
実績

年間
侵食速
度

（大）

汀線
後退量
（大）

災害の
危険性
の高い
自然条
件

沿岸漂
砂・土
砂供給
源の現
状

地域の
振興計
画への
位置付
け

侵食の
進行が
地域発
展の制
約

代替え
案等の
可能性
検討

自然環
境への
効果

文化財
等の地

域
遺産へ

の
影響

愛護・
防災等
の活動
状況

過去3箇
年の災
害実
績、避
難勧告
の有無

ﾊｻﾞｰﾄﾞ
ﾏｯﾌﾟの
整備・
公表の
有無

関連計
画の整
備状況

直轄
補助
公団

事業名
事業主体

市町村名

便益（Ｂ）

費用(Ｃ)
（億円）

Ｂ／Ｃ

総合評価

総便益
（億円）

当該地域
に

対する影
響

広域的な
影響

激甚災害
の発生

過去10年
間の災害
実績

計画波
浪

による
越波高
（大）

ｾﾞﾛﾒｰﾄﾙ
地帯内
の

戸数
（大）

耐震点
検

による
危険箇
所

延長割
合

（大）

年間
侵食速
度

（大）

汀線
後退量
（大）

災害の
危険性
の高い
自然条
件

沿岸漂
砂・土
砂供給
源の現
状

地域の
振興計
画への
位置付

け

侵食の
進行が
地域発
展の制

約

愛護・
防災等
の活動
状況

過去3箇
年の災
害実
績、避
難勧告
の有無

ﾊｻﾞｰﾄﾞ
ﾏｯﾌﾟの
整備・
公表の
有無

関連計
画の整
備状況

代替
え案
等の
可能
性検
討

自然
環境
への
効果

文化
財等
の地
域
遺産
への
影響

年間利用
人口比

海浜利用
の現状

担当課
（担当課
長名）

担当課
（担当課
長名）

担当課
（担当課
長名）

飛砂に
よる影響
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 箇所名：小藪細川
こやぶほそかわ

海岸高潮対策事業               

１．事業の概要 

１）位  置：愛知県一色町 

２）諸  元：耐震堤防 ２，２５２ｍ 

３）総事業費：１２．６億円 

 

２．目的、必要性 

１）目 的：高潮・地震等による被害の防止 

２）必要性： 

小藪細川海岸は三河湾に面し、背後には海面より低いゼロメートル地帯が広が

っており、伊勢湾台風時等に整備をした海岸堤防も老朽化・地盤低下により機能

低下を起こしている。当該地域は東海地震の防災対策強化地域及び東南海・南海

地震の防災対策推進地域に含まれており、地震により堤防が被災した場合には甚

大な被害を受ける危険性が生じている。 

このため、高潮・耐震対策の実施により、被害の防止が急務となっている。 

 

３．費用対効果分析の結果 

   海岸省庁で作成した「海岸事業の費用対効果分析手法」に基づいて分析。 

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ） 

１９０．５億円 １１．０億円 １７．３０ 

４．検討 

   以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。 

前提条件
災害発生時
の影響

過去の
災害実績

災害発生の
危険度

総合評価

採択基準
を満たし
ている等

Ｂ／Ｃ
当該地域に
対する影響

激甚災害
の発生

耐震点検に
よる危険箇
所延長割合

Ａ ａ ｂ 評価結果

○
浸水戸数が
地域全体の
95%以上

伊勢湾台風
（S34）

100%

各項目 Ａ Ａ ａ

大項目 Ａ Ａ ａ

※大項目にて総合評価

最優先

評価

2 1

 
５．日程・手続き 

   平成１６年度 測量・設計に着手予定 

 

６．関係者の意見 

高潮・地震等被害防止のための海岸整備の実施について、地元自治体等から強い要

望がある。 
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 箇所名：磯津
い そ づ

海岸高潮対策事業                 

１．事業の概要 

１）位  置：三重県四日市市 

２）諸  元：離岸堤３基、地盤改良・緩傾斜護岸４２０ｍ、養浜工６００m3 

３）総事業費：２１．５億円 

 

２．目的、必要性 

１）目 的：高潮・地震等による被害の防止 

２）必要性： 

磯津海岸は四日市市の南東に位置し、背後は一級河川鈴鹿川と支川による三角

州で、海面より低いゼロメートル地帯が広がっており、伊勢湾台風時に整備をし

た海岸堤防も老朽化により機能低下を起こしている。当該地域は東海、東南海地

震対象地域に含まれており、地震により堤防が被災した場合には甚大な被害を受

ける危険性が生じている。 

このため、高潮・耐震対策の実施により、被害の防止が急務となっている。 

 

３．費用対効果分析の結果 

   海岸省庁で作成した「海岸事業の費用対効果分析手法」に基づいて分析。 

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ） 

２４５．７億円 １８．３億円 １３．４５ 

４．検討 

   以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。 

災害発生時の
影響

過去の
災害実績

災害発生の危
険度

地域の
協力体制

採択基準
を満たし
ている等

B/C
当該地域に対

する影響
激甚災害の発

生

耐震点検によ
る危険個所延

長割合

愛護・防災等活
動状況

A a b 評価結果

○ 13.45
浸水戸数が
地域全体の
95%以上

伊勢湾台風
(S34）

100% 清掃活動

各項目 A A a a

大項目 A A a a

※大項目にて総合評価

前提条件

評価

総合評価

2 2 － 最優先

 

５．日程・手続き 

   平成１６年度 測量・設計に着手予定 

 

６．関係者の意見 

高潮・地震等被害防止のための海岸整備の実施について、地元自治体等から強い要

望がある。 
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 箇所名：日置
ひ き

海岸高潮対策事業                 

１．事業の概要 

１）位  置：和歌山県日置川町 

２）諸  元：離岸堤 ２基 

３）総事業費：２５．０億円 

 

２．目的、必要性 

１）目 的：高潮等による被害の防止 

２）必要性： 

日置海岸は、紀伊半島の南部に位置し、台風の常襲地帯である紀州灘の外海に

面した海岸である。海岸背後には、公共施設や住宅地が集積している。当海岸は、

元来来襲波が大きく越波災害に苦しんできた地域であり、昭和40年～50年に高潮

対策事業により護岸が整備されたものの、汀線の後退に伴う砂浜の消波機能の低

下や消波工の沈下により越波量が増大し、台風期には越波により背後の公共施設

や住宅に被害が生じている。 

このため、高潮対策の実施により、被害の防止が急務となっている。 

 

３．費用対効果分析の結果 

   海岸省庁で作成した「海岸事業の費用対効果分析手法」に基づいて分析。 

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ） 

７８．７億円 ５３．８億円 １．４６ 

  ※総便益、総費用については海岸全体で算出（離岸堤四基） 

４．検討 

   以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。 

前提条件
過去の

災害実績
災害発生
の危険度

地域の
協力体制

総合評価

採択基準
を満たし
ている等

Ｂ／Ｃ
当該地域に
対する影響

広域的な影響
過去10年間
の災害実績

災害の危険
性の高い
自然条件

愛護・防災
等活動状況

Ａ ａ ｂ 評価結果

○ 1.46 町役場 国道42号 施設被災3回
外洋に直接
面している

清掃活動
防災活動

各項目 Ａ Ａ ａ ｂ ａ

大項目 ａ ｂ ａ

※大項目にて総合評価

災害発生時の影響

Ａ

最優先

評価

1 2 1

５．日程・手続き 

   平成１６年度 測量・設計に着手予定 

 

６．関係者の意見 

高潮等被害防止のための海岸整備の実施について、地元自治体等から強い要望があ

る。 
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 箇所名：本浦
ほんうら

海岸高潮対策事業                 

１．事業の概要 

１）位  置：山口県周南市 

２）諸  元：護岸 １，５００ｍ 

３）総事業費：１１．０億円 

 

２．目的、必要性 

１）目 的：高潮等による被害の防止 

２）必要性： 

本浦海岸は、瀬戸内海国立公園内に位置している。背後には、山地との狭隘地

に集落と田畑が形成され、市街地と当地区及び粭島とを結ぶ唯一の生活道路であ

る県道粭島櫛ヶ浜停車場線が存在している。平成１１年９月の台風１８号来襲時

には、堤防からの越波により、農作物、床下床上浸水等、甚大な被害を受けてい

る。また、県道の不通は、粭島集落を孤立させることにもなる。 

このため、高潮対策の実施により、被害の防止が急務となっている。 

 

３．費用対効果分析の結果 

   海岸省庁で作成した「海岸事業の費用対効果分析手法」に基づいて分析。 

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ） 

６７．２億円 ９．４億円 ７．１６ 

４．検討 

   以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。 

前提条件
災害発生時
の影響

災害発生
の危険度

地域の
協力体制

自然環境・
文化財等

総合評価

採択基準
を満たし
ている等

Ｂ／Ｃ
当該地域に
対する影響

災害の危険
性の高い
自然条件

愛護・防災
等活動状況

自然環境
への効果

Ａ ａ ｂ 評価結果

○ 7.16
唯一の

生活道路
台風の

常襲地帯
清掃活動

瀬戸内海
国立公園

各項目 Ａ ｂ ａ ａ

大項目 Ａ ｂ ａ ａ

※大項目にて総合評価

最優先

評価

1 2 1

 

５．日程・手続き 

   平成１６年度 測量・設計に着手予定 

 

６．関係者の意見 

高潮等被害防止のための海岸整備の実施について、地元自治体等から強い要望があ

る。 
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 箇所名：大福浦
お ぶ く ら

海岸高潮対策事業                

１．事業の概要 

１）位  置：愛媛県宇和島市 

２）諸  元：護岸 １，４６０ｍ 

３）総事業費：１３．０億円 

 

２．目的、必要性 

１）目 的：高潮等による被害の防止 

２）必要性： 

大福浦海岸は宇和海に面し、背後には多数の人家の他、地域にとって唯一の生

活道路である一般県道無月宇和島線等を有しているが、当海岸の護岸は、天端高

が低く、冬季季節風及び台風の時期には越波が頻発している。また、現在の護岸

は、かなり以前に築かれた石積護岸であり、著しい老朽化と相まって、背後地に

影響を及ぼす危険性が増大している。 

このため、高潮対策の実施により、被害の防止が急務となっている。 

 

３．費用対効果分析の結果 

   海岸省庁で作成した「海岸事業の費用対効果分析手法」に基づいて分析。 

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ） 

５４．８億円 １１．５億円 ４．７７ 

４．検討 

   以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。 

前提条件
災害発生時
の影響

災害発生
の危険度

地域の
協力体制

総合評価

採択基準
を満たし
ている等

Ｂ／Ｃ
当該地域に
対する影響

災害の危険
性の高い
自然条件

愛護・防災
等活動状況

Ａ ａ ｂ 評価結果

○ 4.77
唯一の

生活道路
台風の

常襲地帯
清掃活動

各項目 Ａ ｂ ａ

大項目 Ａ ｂ ａ

※大項目にて総合評価

優先

評価

1 1 1

 

５．日程・手続き 

   平成１６年度 測量・設計に着手予定 

 

６．関係者の意見 

高潮等被害防止のための海岸整備の実施について、地元自治体等から強い要望があ

る。 
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 箇所名：宮城
み や ぎ

海岸高潮対策事業                 

１．事業の概要 

１）位  置：沖縄県北谷町 

２）諸  元：耐震堤防 １，３５０ｍ 

３）総事業費：２０．０億円 

 

２．目的、必要性 

１）目 的：高潮等による被害の防止 

２）必要性： 

宮城海岸は、沖縄本島中部北谷町に位置し、東シナ海に面している。当海岸背

後には、海岸線に沿って市道が走っており、その周辺に民家・商店が密集してい

る。当海岸は、本土復帰以前直立堤防が築造されているが、平成１３年の台風２

１号の際に越波が生じるなど度々、被害が生じている。 

このため、高潮対策の実施により、被害の防止が急務となっている。 

 

３．費用対効果分析の結果 

   海岸省庁で作成した「海岸事業の費用対効果分析手法」に基づいて分析。 

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ） 

８８９．５億円 １８．９億円 ４７．１０ 

４．検討 

   以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。 

前提条件
過去の

災害実績
採択基準
を満たし
ている等

Ｂ／Ｃ
当該地域に
対する影響

広域的
な影響

過去10年間
の災害実績

計画波浪に
よる越波高

災害の危険
性の高い
自然条件

○ 47.10
浸水戸数が
地域全体の
95%以上

浄水場
（上水）

越波、浸水
護岸の被災
（H13）

3.9ｍ
台風常襲

地帯

各項目 Ａ Ａ ａ ａ ｂ

大項目 ａ

地元の協力
体制

事業の
緊急度

情報提供
体制

総合評価

愛護･防災等
の活動状況

過去3箇年
の災害

避難の有無

ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
整備

公表の有無
Ａ ａ ｂ 評価結果

清掃活動
平成１３年

台風２１号に
よる越波被害

有

ａ ａ ａ

ａ ａ ａ

※大項目にて総合評価

1 5 最優先

災害発生の危険度

評価
ａ

災害発生時の影響

Ａ

５．日程・手続き 

   平成１６年度 測量・設計に着手予定 

 

６．関係者の意見 

高潮等被害防止のための海岸整備の実施について、地元自治体等から強い要望があ

る。 
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 箇所名：市川
いちかわ

海岸高潮対策事業（都市海岸高度化事業）      

１．事業の概要 

１）位  置：千葉県市川市 

２）諸  元：護岸 １，７００ｍ、胸壁 ３，４４０ｍ、陸閘４基、利便施設１式 

３）総事業費：５１．０億円 

 

２．目的、必要性 

１）目 的：高潮・地震等による被害の防止 

２）必要性： 

市川海岸は、東京湾湾奥部に位置する海岸で、前面は全国的にも貴重とされる

三番瀬（干潟）に面し、後背地には地域経済を担う工場集積地、ＪＲ京葉線及び

行徳警察署が立地している都市機能集積地域である。当地区の既存護岸は昭和 

４０年代の埋立造成時に建設されたもので、老朽化・地盤沈下により機能低下が

著しい。また、計画打ち上げ高に対して既存護岸高が不足していることから荒天

時の越波による被害が度々発生している状況である。 

このため、高潮対策の実施により、被害の防止が急務となっている。 

 

３．費用対効果分析の結果 

   海岸省庁で作成した「海岸事業の費用対効果分析手法」に基づいて分析。 

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ） 

２７２．８億円 ５０．３８億円 ５．４１ 

４．検討 

   以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。 

前提条件
災害発生時
の影響

災害発生
の危険度

地域の
協力体制

事業の緊急度 総合評価

採択基準
を満たし
ている等

Ｂ／Ｃ
当該地域に
対する影響

計画波浪に
よる越波高

愛護・防災
等活動状況

過去近３ヶ年
の災害・避難

勧告
Ａ ａ ｂ 評価結果

○
国道357号
行徳警察署

4.5ｍ 海岸清掃
平成13年台風
15号護岸被災

各項目 Ａ ａ ａ ａ

大項目 Ａ ａ ａ ａ

※大項目にて総合評価

最優先

評価

1 3

 
５．日程・手続き 

   平成１６年度 測量・設計に着手予定 

６．関係者の意見 

高潮等被害防止のための海岸整備の実施について、地元自治体等から強い要望があ

る。 
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 箇所名：長崎
ながさき

海岸環境整備事業                 

１．事業の概要 

１）位  置：愛媛県御荘町 

２）諸  元：護岸 ５００ｍ、管理用通路 ７００ｍ 

３）総事業費：６．０億円 

 

２．目的、必要性 

１）目 的：高潮等による被害の防止と環境整備による海岸空間の創出 

２）必要性： 

長崎海岸は宇和海に面し、背後には南予レクレーション都市公園の他、地域に

とって唯一の生活道路である国道５６号等を有している。また、海浜では明治時

代からの伝統行事である『立て干し網』が行われており、県内外より多数の人々

が訪れ賑わいを見せている。しかし、当海岸の堤防は、直立式護岸であるため海

浜へのアクセスが困難であるとともに、天端高が低く老朽化も著しいことから、

冬季季節風及び台風等の際には背後地に影響を及ぼす危険性が増大している。 

このため、海岸環境整備の実施により、越波被害の防止と併せた海岸空間の整

備が急務となっている。 

 

３．費用対効果分析の結果 

   海岸省庁で作成した「海岸事業の費用対効果分析手法」に基づいて分析。 

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ） 

６．２億円 ５．６億円 １．１０ 

４．検討 

   以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。 

前提条件
災害発生
の危険度

地域の
協力体制

関連事業と
の整合

浜辺の利用 総合評価

採択基準
を満たし
ている等

Ｂ／Ｃ
当該地域に
対する影響

広域的な影
響

災害の危険
性の高い
自然条件

愛護・防災
等活動状況

関連計画の
整備状況

海浜利用の
現状

Ａ ａ ｂ 評価結果

○ 1.10
唯一の

生活道路
国道56号

台風の
常襲地帯

清掃活動
南予レク

レーション
公園

立て干し網
（イベン

ト）

各項目 Ａ ａ ｂ ａ ａ ｂ

大項目 ｂ ａ ａ ｂ

※大項目にて総合評価

災害発生時
の影響

Ａ

最優先

評価

1 2 2

 

５．日程・手続き 

   平成１６年度 詳細設計、護岸工に着手予定 

 

６．関係者の意見 

環境整備による海岸空間の創出について、地元自治体等から強い要望がある。 
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第１表 都道府県別家屋１㎡当たり評価額 
    （千円／㎡）   

都道府県名 14年評価額 15年評価額 都道府県名 14年評価額 15年評価額 

北海道 140.4  138.9 滋 賀 152.7  151.4  

青 森 135.2  133.2 京 都 169.4  167.8  

岩 手 133.8  131.8 大 阪 165.2  164.4  

宮 城 144.8  143.1 兵 庫 159.1  157.9  

秋 田 133.4  131.3 奈 良 161.5  159.7  

山 形 138.3  136.2 和歌山 161.6  160.2  

福 島 145.4  143.6 鳥 取 153.0  151.0  

茨 城 148.8  147.2 島 根 168.8  166.5  

栃 木 145.0  143.5 岡 山 154.5  152.8  

群 馬 147.0  145.4 広 島 150.1  148.6  

埼 玉 160.9  159.4 山 口 155.3  153.6  

千 葉 160.4  158.9 徳 島 145.3  144.0  

東 京 199.5  199.0 香 川 148.6  147.2  

神奈川 176.5  175.5 愛 媛 146.0  144.5  

新 潟 148.6  146.6 高 知 154.6  152.8  

富 山 146.4  144.7 福 岡 144.3  143.2  

石 川 153.1  151.1 佐 賀 135.7  133.9  

福 井 151.9  150.3 長 崎 141.9  140.2  

山 梨 165.2  163.4 熊 本 138.0  136.3  

長 野 157.1  155.0 大 分 139.3  137.8  

岐 阜 150.5  149.0 宮 崎 122.6  121.2  

静 岡 157.1  155.7 鹿児島 133.3  131.7  

愛 知 154.1  153.2 沖 縄 146.9  147.5  

三 重 145.7  144.3       

第２表 １世帯当たり家庭用品評価額 

 

（千円／世帯） 

14年評価額 15年評価額

14,912 15,020 
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第３表 産業分類別事業所従業者１人当たり 

償却資産評価額及び在庫資産評価額 
(千円/人)   

産 業 分 類 償却資産 在庫資産 

大分類 中分類 14年 15年 14年 15年 

符 号 符 号 
産 業 名 

評価額 評価額 評価額 評価額 

Ｄ  鉱業 8,561 8,374 2,319 2,689 

          

Ｅ  建設業 1,642 1,607 3,736 4,332 

          

Ｆ  製造業 3,930 4,014 4,723 5,038 

 12,13  食品・飲料・飼料・たばこ製造業 2,850 2,911 2,242 2,392 

 14  繊維工業 2,643 2,699 3,105 3,312 

 15  衣服・その他の繊維製品製造業 727 742 1,468 1,566 

 16  木材・木製品製造業 1,766 1,804 4,252 4,536 

  17   家具・装備品製造業 2,022 2,065 3,130 3,339 

 18  パルプ・紙・紙加工品製造業 6,750 6,894 3,631 3,874 

 19  出版・印刷・同関連産業 3,216 3,284 1,658 1,768 

 20  化学工業 9,280 9,477 9,415 10,044 

 21  石油製品・石炭製品製造業 32,355 33,045 46,046 49,120 

 22  プラスチック製品製造業 3,111 3,178 2,554 2,725 

 23  ゴム製品製造業 2,869 2,930 2,047 2,184 

 24  なめし皮・同製品・毛皮製造業 1,080 1,103 3,391 3,617 

 25  窯業・土石製品製造業 4,080 4,167 4,673 4,985 

 26  鉄鋼業 12,971 13,247 9,587 10,226 

 27  非鉄金属製造業 9,138 9,333 8,204 8,751 

 28  金属製品製造業 2,740 2,799 4,051 4,321 

 29  一般機械器具製造業 3,008 3,072 7,398 7,892 

 30  電気機械器具製造業 3,446 3,519 4,808 5,129 

 31  輸送用機械器具製造業 4,523 4,620 4,289 4,576 
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     (千円/人) 

産 業 分 類 償却資産 在庫資産 

大分類 中分類 14年 15年 14年 15年 

符 号 符 号 
産 業 名 

評価額 評価額 評価額 評価額 

 32  精密機械器具製造業 2,146 2,192 4,183 4,462 

 33  武器製造業 4,559 4,657 45,194 48,210 

 34  その他の製造業 2,162 2,208 4,168 4,446 

          

Ｇ  電気・ガス・熱供給・水道業 128,882 126,068 1,866 2,164 

          

Ｈ  運輸・通信業 8,097 7,921 559 649 

          

Ｉ  卸売業・小売業 2,035 1,990 2,511 2,561 

 48～53  卸売業 2,339 2,288 4,315 4,402 

 54  各種商品小売業 1,877 1,836 2,370 2,418 

 55  織物・衣服・身の回り品小売業 1,877 1,836 3,134 3,197 

 56  飲食料品小売業 1,877 1,836 508 519 

 57  自動車・自転車小売業 1,877 1,836 2,288 2,334 

 58  家具・建具・じゅう器小売業 1,877 1,836 3,056 3,117 

 59  その他の小売業 1,877 1,836 1,927 1,966 

          

Ｊ  金融・保険業 4,607 4,507 428 496 

          

Ｋ  不動産業 20,532 20,084 9,524 11,043 

          

Ｌ  サービス業 4,607 4,507 428 496 

          

Ｍ  公務 4,607 4,507 428 496 

          

注）産業分類は、日本標準産業分類（平成5年10月改訂）による。 
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第４表 農漁家１戸当たり償却資産評価額及び 

在庫資産評価額   
 （千円／戸）   

 14年評価額 15年評価額

償却資産 3,110  3,134  

在庫資産 219  215  

  

 

第５表 都道府県別水稲１０アール当たり平年収量 

 

       （単位：ｋｇ） 

都道府県名 14年 15年 都道府県名 14年 15年 

北海道 532 539 滋 賀 523 529 

青 森 582 589 京 都 524 530 

岩 手 534 541 大 阪 492 498 

宮 城 542 549 兵 庫 520 526 

秋 田 581 588 奈 良 511 517 

山 形 608 615 和歌山 494 500 

福 島 558 564 鳥 取 546 553 

茨 城 516 522 島 根 523 529 

栃 木 545 552 岡 山 538 545 

群 馬 482 487 広 島 537 544 

埼 玉 494 500 山 口 527 533 

千 葉 530 537 徳 島 477 482 

東 京 405 410 香 川 508 514 

神奈川 477 482 愛 媛 507 513 

新 潟 564 570 高 知 464 470 

富 山 551 558 福 岡 521 527 

石 川 525 531 佐 賀 550 557 

福 井 529 535 長 崎 491 497 

山 梨 555 561 熊 本 528 534 

長 野 641 648 大 分 518 524 

岐 阜 501 507 宮 崎 493 499 

静 岡 531 538 鹿児島 492 498 

愛 知 516 522 沖 縄 268 271 

三 重 504 510      
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  第６表 農作物価格 

 

       (千円/トン)   

 農作物名 14年 15年 農作物名 14年 15年 

  米 244  236 野豆  さやえんどう 721  718  

  麦 160  158 菜科  さやいんげん 561  571  

  大豆 202  194   大根 59  59  

豆  小豆 354  357 根  人参 83  91  

  落花生 347  329 菜  ごぼう 176  199  

い  甘藷 109  109   里芋 210  220  

も  馬鈴薯 55  55   りんご 168  166  

  きゅうり 111  102 果  みかん 140  146  

果  なす 126  112   夏みかん 92  86  

  トマト 98  86  なし 257  253  

  かぼちゃ 131  144  かき 156  157  

  すいか 135  138 実  ぶどう 619  609  

  いちご 851  836   もも 179  160  

菜  ピーマン 262  268 工  茶 812  816  

  メロン 348  341 芸  てんさい 18  18  

  白菜 39  44 農  こんにゃく 104  106  

葉  キャベツ 54  55 作  葉たばこ 1,868  1,859  

  レタス 125  133 物  藺草 643  808  

茎  ほうれん草 312  313 花  菊 53  52  

  ねぎ 126  117   バラ 37  34  

菜  たまねぎ 50  53 卉  カーネーション 38  38  

       繭 1,776  1,824  
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第７表 産業分類別事業者従業者１人当たり付加価値額 

 

   (円/人)    

産 業 分 類 付加価値額 

大分類 

符 号 
産 業 名 

14年 

評価額 

15年 

評価額 

Ｄ 鉱業 42,443 41,847  

Ｅ 建設業 20,758 21,223  

Ｆ 製造業 28,929 28,899  

Ｇ 電気・ガス・熱供給・水道業 136,004 135,816  

Ｈ 運輸・通信業 29,293 27,775  

Ｉ 卸売業・小売業 24,383 22,891  

Ｊ～Ｍ サービス業・その他 24,368 23,418  

注）産業分類は、日本標準産業分類（平成5年10月改訂）による。 

 

 

ikeda
90




